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i 

要約 
 

世界秩序転換期における日韓戦略的パートナーシップ 

 

日韓関係は1965年の国交正常化から60年の節目の年を迎えた。かつては政府が主導する非対称

的な関係であったが、現在は民間が支える対等で多層的な協力関係へと成熟を遂げた。国交正常

化当時に両国間に存在した経済力、歴史認識、社会交流の格差は大幅に縮まり、韓国は、民主主

義と技術革新を基盤として先進国の仲間入りを果たした。日本は、G7（主要国首脳会議）創設国とし

て国際規範と秩序の維持のために持続的に貢献してきた。 

 

両国は政治・歴史分野で対立した時にも、経済・文化分野では相互依存と交流を拡大し続けてきて

おり、この発展の軌跡は今後の日韓協力の制度化と持続可能性に対する期待を高めている。貿易

と投資構造が変化する中でも、両国は依然として主要な経済パートナーとして相互補完的な関係を

維持している。人的・文化的な交流は両国民の日常生活のレベルへと拡大し、世代や地域を超えた

多様な交流が実現し、多層的な相互連携性が強まっている。このように、日韓関係は過去の構造的

な不均衡を超えて、相互補完性と成熟性を兼ね備えた戦略的なパートナーシップへと進化してい

る。 

 

一方、現在の国際秩序は、単なる過渡期を越えて、民主主義の後退、権威主義勢力の台頭、技術

覇権をめぐる競争、気候変動とパンデミックがもたらす越境リスクなどが複合的に絡み合う構造的な

転換期へと入った。特に、北朝鮮の核・ミサイル能力の高度化と、これに対する中国・ロシアの黙認

は、権威主義国家による連携を加速させ、「核なき民主主義国家」である日本と韓国に実存的な安

全保障上の脅威となっている。こうした戦略環境は軍事的対応を超えて、国際規範と価値に基づい

た秩序を守り、再構築するための共同戦略を必要としている。それは、自由民主主義、市場経済、

人権、法の支配という規範を共有する日韓両国にとって、単なる危機管理にとどまらず、国際公共

財の提供を通じて、地域および国際社会全体の平和と繁栄を実現することに貢献し得る戦略的な

機会でもある。日韓両国がより積極的に主導する形で、グローバルサウス諸国との連帯を深めつ

つ、規範と実利の調和を図っていく協力戦略が、かつてないほどに切実な状況である。 
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日韓関係の60年は発展の軌跡ではあったが、これまで積み上げてきた政治的、社会的な信頼関係

は必ずしも十分に制度化されてはおらず、歴史認識の違いが両国の協力を停滞させることもあっ

た。しかし今後、日韓両国は、短期的な対立や利害の調整を超えた、長期的な観点から戦略的か

つ実行力を備えた協力プラットフォームを構築して、これまで以上に力強く協力を推進していくべき

である。 

 

第1に、日韓両国は複合的な危機の時代において、自由主義国際秩序を守る中心的な国家として

共同の戦略を構想して実行すべきである。グローバルサプライチェーンの強靱性の確保、先端技術

での連携、デジタル・ガバナンスとAI倫理規範の確立、カーボンニュートラルへの移行などの多様な

分野において多層的な協力が必要とされている。IPEF（インド太平洋経済枠組み）、Quad+（クアッ

ド・プラス）、AUKUS（オーカス）ピラーIIといった新たなミニラテラル（minilateral）の枠組みの中で、

日韓は共同のイニシアティブを発揮して、国際的な規範の形成と標準競争における主導権の確保

を目指すべきである。また、より包括的な多国間の枠組みであるCPTPP (包括的および先進的な環

太平洋パートナーシップ協定)や、NATO-IP4での連携における日韓協力を実現することで、規範に

基づく国際秩序の再編過程を先導する役割を果たすことが望ましい。 

 

第2に、北朝鮮の核・ミサイルおよび中露朝の戦略的連携に対応するため、日韓および日米韓の安

全保障協力の制度化が必要である。拡大抑止での協力強化、サイバー・宇宙空間における安全保

障の協力体制構築を通じて、抑止力の実効性を高めていくべきである。防衛産業技術での連携や

海洋秩序の監視や法的執行など、非軍事分野での協力も進めることで危機管理対応能力を総合的

に向上させることも必要である。特に、露朝の戦略的連帯に対応するため、日米韓三か国による戦

略資産の運用と共同訓練の定例化など実行力のある協力体制を構築することで、日米・米韓同盟

を基盤とする危機対応能力を確保すべきである。 

 

第3に、日韓はグローバルおよび地域ガバナンスにおける責任ある国家として、多国間主義を守ると

同時に新たな規範を定めるために協力すべきである。G7、G20、WTOなどの多国間枠組み内での

協力はもちろん、ASEAN、EU、中央アジア、中南米、アフリカ諸国等との連携の拡大を通じて、気

候変動、保健、人権、デジタルなどの分野で共同アジェンダを推進して国際公共財の提供を主導す

べきである。特に、日本の「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」と韓国の対外戦略を連携・発展さ

せることで、地域の秩序形成を日韓が主導していくべきである。また、日中韓三か国による機能的な
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協力および「日中韓＋X」と呼ばれる他国との連携も、日韓が協力して推進することで、米中戦略競

争がもたらす地域の対立を緩和して、平和と安定のための中心的な役割を果たすことができる。 

 

第4に、日韓は人口構造の変化と産業転換がもたらす共通の課題に戦略的に対応すべきである。

釜山–福岡を繋げる超広域経済圏構想、水素・洋上風力などの新エネルギー分野での協力、若者

によるスタートアップやエコシステム構築、スマート農業、地域均衡発展などは、技術基盤の産業転

換とライフサイクルに基づく政策革新を促進しうる、十分に実現可能なアジェンダである。また、半導

体、バッテリー、AIなどの戦略技術分野での共同研究、技術標準化、人材交流は、グローバルな技

術競争において主導権を握るための基盤になりうる。このような協力を実現するために、産業・教育・

科学政策の統合的な連携と官民協力のメカニズムの構築が必要になる。 

 

第5に、日韓の協力を停滞させる要因になりうる歴史問題では、歴史的事実の確認と、被害者の心

の癒しを通じた和解の努力とともに、記憶の共有に向けた取り組みを続けていくべきである。そのた

めに、国家の枠組みに制約されない歴史の共同研究や日韓の歴史教師による相互研修など具体

的な実践が望まれる。歴史和解とは、長期にわたる、繊細さと同時に忍耐を要するものであり、正確

な歴史的事実に基づく対話と交流を繰り返しながら、被害者の心情に配慮し、相手の尊厳を尊重

し、寛容の精神を発揮することで進むプロセスでもある。こうしたプロセスは、日韓の戦略的パートナ

ーシップ構築のための重要な要素でもある。 

 

最後に、今後の日韓協力を担う人材の育成と人的交流の一層の拡大が必要である。日韓版「エラス

ムス・プロジェクト」の創設、若手専門家の交流の拡大、家族・世代間プログラムへの支援、恒久的な

出入国手続きの簡素化など、人材育成と交流の制度化を通じた持続可能な相互理解の基盤を構

築することが望ましい。また、日韓版「アルテ（ARTE）」共同チャンネル、地方同士の交流の活性化、

全世代交流への拡大支援などは、日韓両国民が実感できる協力の成果であるだけでなく、今後の

日韓協力を支える基盤を構築する取り組みでもある。特に、若者世代を中心に人材育成を進めるこ

とで、協力のための共感を涵養すると共に、持続可能性を確保することに繋がる。 
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提言 

 

１．危機の国際秩序と日韓戦略的パートナーシップ 

【自由主義国際秩序を守る日韓戦略的パートナーシップ】 

 二国間より多国間協力を中心とした科学・技術協力 

 過去と感情の問題から未来と理性の課題へ―気候変動とグリーン成長、デジタル転換と

失業問題、AIと量子技術の安全プラットフォームの構築、仮想現実、メタバース、空間コン

ピューティングなど仮想空間経済関係のルール設定、人口問題などのアジェンダ 

 既成世代から次世代へ日韓戦略的パートナーシップの構築―次世代中心のプラットフォ

ームの転換 

 

【地域安保のための日韓・日米韓協力ビジョン】 

 軍事および非軍事的安保分野における実質的な協力の強化および制度化 

 日米韓・日米韓豪間における拡大抑止に向けた協力体制の構築 

 国連軍司令部体制における韓国のホスト国の役割強化および日本へのオブザーバー地

位の付与 

 IP4諸国、NATO加盟国との戦略的連携の強化 

 AUKUSピラーⅡへの日韓共同参加 

 米国の通常戦力および核戦力強化を支援する包括的協力 

 中朝露連携強化を阻止する21世紀型デタント政策の推進 

 

２．インド太平洋秩序構築と日韓の戦略的連携 

【グローバル・ガバナンスを支える日韓パートナーシップの拡大】 

 多国間協力の回復・革新に向けた日韓パートナーシップの強化 

 インド太平洋地域におけるミニラテラル協力への参加および参加国との多様な協力の拡

大―サプライチェーンの安定、気候変動、環境に優しい開発協力 

 中央アジア、中南米、アフリカなどグローバルサウスとの協力事業を通じた経済社会発展

および民主主義能力強化、自由主義国際秩序の維持・発展への貢献 

 「日韓・ASEANデジタル協力イニシアティブ」の推進を通じたASEAN諸国との協力 

 議会および市民社会間の多層的な協力活性化を通じた日米韓協力の強化 
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 機能的分野における日中韓協力の拡大およびグローバルアジェンダにおけるミニラテラル

間の連携 

 

【国際社会に貢献する日韓イニシアティブ――開発援助（ODA）とエネルギー転換】 

 東南アジア諸国援助機関の能力強化・連携事業に向けた日韓協力 

 DAC以外の国との連携事業の拡大 

 USAID事業縮小の影響を受けた公共サービス改革支援 

 洋上風力の導入拡大に向けた連携 

 アジア地域の脱炭素化支援における連携 

 

３．共同繁栄のための新たな日韓協力 

【日韓経済協力のビジョンと戦略】 

 共同ビジョンの樹立と人的交流の拡大 

 サプライチェーン分野における協力―米国主導の多国間サプライチェーン協力枠組みの

活用と二国間重要鉱物資源協力 

 日韓FTAの締結と韓国のCPTPP加入 

 日韓スタートアップのプラットフォーム設置 

 エネルギー・環境協力の推進 

 農業再生・地方経済再生に向けた日韓共同協力 

 

【科学技術による日韓協力の新しい地平】 

 日韓戦略技術分野（半導体、バッテリー、AI、量子、バイオ、宇宙など）共同研究所の設置 

 政府・民間が共同支援する奨学金および研究支援基金制度の拡大 

 日韓共同学位および共同専攻プログラムの拡大―大学間での共同授業や学位の連携強

化 

 日韓政府および民間協力機関間の協力の拡大および発展 

 政策対話および分野別協議の定例化 

 カーボンニュートラル、AI、次世代半導体、未来通信、宇宙分野での協力 

 

【少子高齢化に対する日韓の政策的対応】 

 若者の結婚支援策の現状と課題に関する情報共有および検討 

 少子高齢化および人口減少問題に対する検討・協議 
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 日韓労働力の相互補完の対策の模索 

 大都市一極集中の是正および拠点都市の人口集積に向けた政策協議 

 

４．健全かつ安定的な日韓関係のための協力 

【日韓の歴史和解のための提言】 

 日韓相互の歴史共同研究 

 国家の枠組みを超えた歴史の共同研究と記憶の共有への支援 

 歴史教師による相互研修 

 韓国の独立運動に対する敬意の表明 

 

【日韓の次世代人材育成と交流の深化】 

 日韓の出入国手続き簡素化制度の継続施行 

 日韓大学生交流に対する制度的支援―日韓版「エラスムス（Erasmus）プログラム」の創設 

 日韓教育・雇用の連携メカニズム開発―青年インターンシップ・就職データベース構築 

 地球規模の課題解決に向けた「日韓青年行動の日」の指定および日韓版「アルテ（ART

E）」発信 

 日韓若手オピニオンリーダーの育成―日韓版「USJLP」など専門家リーダーシッププログ

ラムの創設 

 青年交流中心の日韓交流を全世代交流へと拡大 

 日韓都心と地方を結ぶ超広域経済圏の構築―釜山－福岡超広域経済圏構想
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信頼と持続性に基づく日韓戦略的パートナーシップ 
 

 

日韓関係は今年で国交正常化60周年を迎えた。両国政府は14年間の長きにわたる交渉を経て、第

二次世界大戦が終結してから20年が経過した1965年6月22日にようやく国交を正常化した。以降の

60年間、日韓関係は幾度の危機を経験したが、それらの危機を短期間で克服し、着実に関係を発

展させてきた。冷戦期には両国政府が関係の発展を主導したが、ソウルオリンピックと冷戦の終結を

契機として民間交流が拡大するとともに文化交流が進展し、協力も深まった。しかし、2012年以降、

両国関係は悪化状態へと陥り、10年間にわたり困難な時期を経験した。幸い、2023年には首脳間の

シャトル外交が再開して日韓関係は急速に回復軌道に乗った。これまでの60年を礎にして、これか

ら新たな60年に向けて歩みを進める日韓関係が健全かつ安定的に発展していくよう、日韓両政府と

国民は共に知恵を出し合い、実践していくべきである。 

 

現在の日韓関係は、両国の国内状況の変化、両国関係そのものの変化、そして両国を取り巻く国

際環境の変化により、これまでとは全く異なる環境に置かれている。この60年の間に、韓国は1人当

たり所得が100ドルの開発途上国から世界10位圏内の経済大国となり、先進国の仲間入りを果たし

た。民主化を達成して自由主義国際秩序を支えるようになり、北方外交を通じて冷戦時代に閉ざさ

れていたユーラシア大陸への扉を開き、韓流ブームを通じてソフトパワーを増大させた。一方、日本

は1968年に世界第2位の経済大国となり、1970年代半ばにはアジアで唯一のG7サミット（主要国首

脳会議）創設メンバーとして、自由主義国際秩序の維持のために重要な役割を担ってきた。2000年

代以降は、「自由で開かれたインド太平洋(FOIP)」を掲げて、地域の平和と繁栄に貢献している。 

 

両国関係にも多くの変化があった。過去の歴史を直接経験していない戦後世代が両国社会の主流

を占めるようになり、これによって相手国への認識やアプローチにも変化が生じている。国交正常化

の際には、1人当たり国民所得の差が9倍もある非対称な関係であったが、現在は対等なパートナー

となり得るほどその格差は縮まった。また、1965年には相互訪問者数が年間1万人に過ぎなかった

が、現在では1日あたり3万人が行き来するほどに人的交流が拡大した。両国を往来する航空便は1

日あたり370便に達し、名実ともに一日生活圏となった。文化交流の面でも、日韓の大衆文化は相手

国で大きな人気を得ており、両国民の相互理解と好感度を高めることに貢献している。かつての政

府主導による関係発展とは異なり、現在では民間レベルで多様なネットワークが形成され、日韓関
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係の拡大と深化を牽引している。 

 

経済関係に目を向ければ、両国の貿易は、2011年から2012年にかけて1,000億ドルを超えた後、次

第に減少して、最近では800億ドル前後を維持している。貿易関係における相手国の比重はかつて

ほどではないが、依然として両国は互いにとって重要な貿易パートナーである。現在、日本にとって

韓国は輸出3位、輸入7位、貿易5位であり、韓国にとって日本は輸出4位、輸入3位、貿易4位である。

また、投資について見ると、日本の対韓投資は2012年に44億ドルをピークに10億ドル台まで下落し

たが、2024年には61億ドルへと大きく伸びた。韓国の対日投資は2018年以降、10億ドル台を維持し

ている。 

 

日韓両国はその国際的な地位に照らして、二国間のレベルを超えて、地域およびグローバルなレ

ベルでの相互協力を通じて、国際平和と世界経済の繁栄に貢献する能力と国際社会に対する責任

を有するようになった。今後、日韓協力の枠組みを拡大し、その質を深めることで、今日の時代的要

請に応え得る健全かつ安定した善隣友好関係を発展させていく条件を整えた。 

 

 一方、両国を取り巻く国際環境も大きく変化している。冷戦時代、ユーラシア大陸の共産圏に対抗

する一軸であった日韓関係は、ソ連崩壊後に米国が唯一の超大国となったポスト冷戦時代におい

ても、約10年前に関係が悪化するまで着実に発展してきた。しかし、2020年代に入ると、中国の拡張

的な行動、ロシアの復古主義的な傾向、グローバルサウスの台頭など、いわゆる地政学の復活ととも

に、国際秩序は混沌として危機的な状況に陥った。ロシアのウクライナ侵攻や、ガザ地区のハマスに

よるイスラエル攻撃に端を発したイスラエルとイランの代理勢力間の戦闘のように、地政学的な断層

帯における武力衝突の危険性はかつてなく高まっている。 

 

戦後世界の平和と繁栄を牽引してきた自由主義国際秩序の基盤も揺らいでいる。中国・ロシア・イラ

ン・北朝鮮を中心とする危険な連携による挑戦と、グローバルサウスの独自行動は、自由主義国際

秩序を弱体化させる遠心力として作用している。一方、この秩序を構築し維持してきた米国は、トラ

ンプ政権の登場以降、「アメリカ第一主義」に没入しており、欧州と日本も相対的な経済力が弱体化

してかつての求心力を失いつつある。ポスト冷戦時代に資本・技術・人材の自由な移動によって経

済的繁栄をもたらしたグローバリゼーションも、強まる保護主義と産業政策によって勢いを失い、世
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界の貿易成長率は経済成長率を下回っている。 

 

東アジアでは、北朝鮮が核・ミサイル能力を高度化し、事実上の核保有国としての地位を確立しよう

としており、攻勢的な核ドクトリンによって東アジアにおける核の脅威を増大させている。中国は急速

な経済成長を背景に国防力を急速に強化しており、核戦力も現在の弾頭数600発から、2030年代

半ばには米露と並ぶ1500発まで増えることが予想される。さらに、地域の戦略的断層帯に位置する

台湾海峡、南シナ海、東シナ海、朝鮮半島でも緊張が高まっている。 

 

国際社会の経済社会の条件も大きく変化している。新型コロナウイルスのパンデミックは、約7億人

が感染し、700万人が犠牲となった。世界経済に大きな打撃を与え、その社会経済的な後遺症は今

も続いている。今後、ウイルスの宿主となる生物が生息環境の荒廃によって人間の居住地に侵入し、

より強力で頻繁に発生する類似のパンデミックに対する実効的な備えが世界的な課題となっている。

温室効果ガスによる地球温暖化は地球沸騰（global boiling）へと進展し、世界各地で異常気象・砂

漠化・海面上昇などで甚大な被害をもたらしている。国際社会はパリ協定により自主的な温室効果

ガス削減を試みているものの、2100年までに地球の気温上昇を摂氏1.5度に抑えるという目標達成

は困難な状況である。また、地球温暖化の主因である石炭・石油・ガスなどの炭素エネルギーをグリ

ーンエネルギーに転換するエネルギー転換も、世界経済と地政学に大きな影響を及ぼしている。 

 

一方、人工知能（AI）を中心とした第4次産業革命は、各国の産業地図を塗り替えるとともに、ウクラ

イナ戦争が示すように軍事技術にも重大な影響を及ぼし、米中戦略競争の核心を占めている。また、

アフリカと南アジアを除く世界の国々で出生率が低下し、人口減少の危機に直面している。高齢化

社会への移行に加え、人口問題はゆっくりではあるが、国際社会の大きな変化を促進する重要な要

因となっている。さらに、ポスト冷戦期にグローバリゼーションと情報化の波に乗って民主化の流れが

続いてきたが、2000年代半ば以降、民主主義が後退する現象が世界各地で続いている。民主主義

の砦とされる先進国においても、ポピュリズム、過激主義、排外主義などにより民主主義の力が弱ま

り、新興国や発展途上国でも合法・非合法的な手段による権威主義が強化されている。このような民

主主義の後退は、長期的に国際社会の平和と繁栄に影を落とすことになる。 

 

日韓両国が迎えた新たな60年の始まりは、極めて不確実かつ不安定であり、複雑で曖昧な戦略環
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境となっている。現在、両国が直面している世界は、二極体制の冷戦と一極体制のポスト冷戦時代

とは異なり、唯一の超大国としての米国の地位が揺らぎ、多極化へと向かっている。日韓両国が戦

後80年間にわたり平和と繁栄を実現してきた基盤である自由主義国際秩序と米国との同盟体制も、

もはや以前と異なる状況にある。こうした歴史的な分岐点において、日韓は共有している価値観と利

益を最大化するための戦略的パートナーシップを構築すべき時代的要請に直面している。2023年

以降、日韓関係は長期の停滞から脱却して改善軌道に乗っており、これを安定的かつ持続的なも

のにするために注力すべき時期である。関係発展の妨げになる歴史問題という課題が消えたわけで

はないが、緊密な意思疎通と協力を通じて課題を克服し、明るい未来を共に築くために力を合わせ

る時である。 

 

以上の問題意識に基づいて、日本の中曽根康弘世界平和研究所と韓国のNEAR財団、韓国国際

交流財団は、国交正常化60周年を迎える2025年に向けて日韓関係の未来ビジョンを策定すること

で合意して、2024年から報告書の作成を進めてきた。日韓双方の専門家10名ずつで構成された

「日韓ビジョングループ」を立ち上げて、2024年3月（東京）、24年7月（ソウル）、24年12月（東京）、そ

して25年3月（ソウル）に計4回の会議を実施して意見を集約した。さらに、未来ビジョンの担い手とな

る日韓の若い世代の意見を聴取・反映するための場として、25年3月（高麗大学校）と25年5月（慶應

義塾大学）において「日韓未来世代との対話」を開催した。 

 

未来ビジョンの作成にあたっては、次のような方針で臨んだ。第1に、歴史和解への取り組みも重要

であるが、現在および未来の日韓関係を健全かつ安定した友好関係へと発展、定着させるための

提言により重点を置いた。第2に、日韓両国の国際社会における地位に照らして、日韓は二国間レ

ベルの相互利益を超えて、両国が東アジアおよびインド太平洋地域の平和と繁栄を主導していく責

任があることに着目した。第3に、これまでの日韓関係の発展の中で、必ずしも十分な関心が払われ

てこなかった分野の潜在力に注目した。中央だけでない地方の役割、女性の視点と立場の尊重、

政府レベルだけでない民間レベルの重要性、将来の担い手となる若い世代の視点、などを意識し

て報告書に幅広く取り入れるよう努めた。第4に、実用的な観点から政策としての実行可能性を念頭

に置き、具体的かつ実現可能な提言を多く盛り込んだ。第5に、日韓両国は似ている部分もあるが

実際には多くの違いがある。こうした違いに由来する双方の異なる立場や理解をできるだけ収斂さ

せて、より多くの共通点を見つけ出すことに努めた。今後、報告書が提言した協力が実現し、関係が

さらに進むことで、共感の領域は次第に拡大し、関係の基盤は一層強化され、持続性のある関係へ

と発展することが望める。 
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本報告書が日韓両国の政府と民間で幅広く読まれて「未来ビジョン」として受け入れられ、具体的な

協力を通じた成果が積み重ねられることを期待したい。それにより、日韓の戦略的パートナーシップ

は強固なものになり、地域および世界の平和と安定、繁栄に大きく貢献することになるであろう。日

韓両国が過去60年の関係発展を礎としつつ、互いに光輝いて周囲をより明るく照らす21世紀の「瓊

瑤世界」（けいようせかい）を実現することを切に願うところである。 

 

 

2025年 9月 18日 

 

日韓ビジョングループ 日本側座長 北岡 伸一 

韓日ビジョングループ 韓国側座長 申 珏秀 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１.  危機の国際秩序と日韓戦略的パートナーシップ 
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自由主義国際秩序を守る日韓戦略的パートナーシップの構築 

 

1. 国際環境評価 

 

(1) 自由主義国際秩序を守る責任 

 

自由主義国際秩序は三つの柱で構成される。第一の柱は、自由貿易を通じた開かれた国際市場の

形成である。この国際自由市場経済は、1945年以降、自由主義国際秩序に含まれる国々の目覚ま

しい経済成長を牽引してきた。戦後の西ヨーロッパと日本の復興を皮切りに、1960年代以降、韓国、

台湾、香港、シンガポールというアジアの四匹の龍の急速な産業化、そして1990年代以降の中国の

二桁経済成長、ASEANの経済成長もすべてこの多角的に開かれた国際市場で実現された。現在、

産業革命以来、初めて先進工業民主主義国家群（G7等）の世界GDPに占める割合が50％を切り、

グローバルサウスの台頭が取りざたされるようになった。それも戦後の自由主義貿易体制が生んだ

一つの結果である。 

第二の柱は、規範と価値観である。自由主義国際秩序は、その秩序を構成する国家が合意すること

によって立法する国際法により規律される。国際社会にも法の支配がある。したがって、自由主義国

際秩序を法/規範に基づく国際秩序（Rules-based International Order）とも呼ぶ。20世紀に入ってから

国際社会の組織化が進み、専門的な国際組織の誕生が始まったが、1945年以降は特に違法な武

力行使を禁止した国連憲章が書かれ、また、自由貿易体制の基盤となったGATT（General Agreeme

nt on Tariffs and Trade, 関税と貿易に関する一般協定、後にWTOに変更）やIMF（International Mon

etary Fund, 国際通貨基金）が生まれた。 

法の支配という考え方は、もともと英米法的な考え方であり、個人の良心と愛を倫理的に重視する自

由主義的価値観を根底に持つ。民主主義、自由、人権、平等などの人類普遍の価値がこれに該当

する。「すべての人は平等であり、生命と自由を守り、自己を実現して幸福を実現する天賦の権利を

有する。その権利を守るために政府が建てられる。だから議会での公論を通じて形成される人々の

一般意思こそが、法となり政府をも縛る。」この考え方は、米国独立宣言にも明瞭に書かれているが、

それは西洋的な価値観であるというだけではなく、韓国、日本、中国などアジアの仏教、儒教、民族

宗教の思想にも古くから現れているまさに人類普遍の価値観と言える。中国の哲人である孟子は、2

000年以上も前に、人に固有の性は善であり、また、暴虐な王は弑してもよいとさえ書いている。 
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第三の柱は、秩序の基盤ともいえる大国間の戦略的安定、すなわち、勢力の均衡である。戦後秩序

は米ソの力の均衡の上に成り立っていた。自由主義国際秩序とは、戦後、米国が西側諸国と共にそ

の圧倒的な国力で築き上げ、支えてきたパックス・アメリカーナ（Pax Americana:米国による平和）に

他ならない。米国はそのために、大西洋および太平洋の同盟網を築き上げ、超大国化したソ連との

核の対峙、および、自由主義対共産主義の絶対的な価値観の対立、国際政治におけるイデオロギ

ー的影響力の競争を戦いぬいた。特に、北大西洋条約機構（NATO）と日米同盟、米韓同盟、米豪

同盟などの二国間同盟中心の米国の太平洋同盟網が、国際秩序全体の軍事的安定を担保してき

た。米ソ間の核による相互確証破壊の成立も冷たい平和を通じた国際秩序の安定に寄与した。 

日本と韓国はこの自由主義国際秩序の恩恵を最大限に享受しながら、20世紀後半に責任ある大国

の地位に上り詰めた国々である。現在に至るまで、両国の国民は共にこの国際秩序を通じて民主主

義と繁栄、幸福追求と安定を享受してきている。したがって、日本と韓国にとって、この自由主義国

際秩序の安定的な持続と建設的な発展こそがまさに国益に該当する。それは両国に共通の国益で

ある。 

しかしながら、頼りの米国もまた、世界 GDP に占める割合がすでに 25％に落ち込んでいる。「すで

に世界の警察官ではない（オバマ大統領）」、「アメリカ・ファースト（トランプ大統領）」という声が太平

洋の向こうから聞こえてくるようになった。だからこそ北太平洋における米国の二大同盟国である日

韓両国が、引き続き米国の側面を支えて、インド太平洋地域における自由主義国際秩序全体を支

える責任ある大国とならなければならない。しかし、その日韓両国もまた国力の最盛期を過ぎている。

フィリピン、タイ、豪州などの米国の同盟国だけではアジアの自由主義国際秩序は支えきれない。

私たちは、自由主義国際秩序を共に支える新しいパートナーたちを必要としている。 

 

(2) 自由主義国際秩序の拡張と挑戦課題 

 

(a) グローバルサウスの登場とインド太平洋への秩序拡大 

1980 年代から本格的に始まったアジア諸国の産業化は、アジアで日本に続いて韓国、台湾、香港、

シンガポールという先進産業国を登場させた。東南アジアでは ASEAN が続いて急速に成長し、間

もなく日本の経済規模に追いつくと予想されている。特に ASEAN 人口の半分を占めるインドネシ

アの成長潜在力は世界の注目を集めている。中国も 1980 年代以降の改革・開放の後、経済成長

が軌道に乗り、世界貿易機構（WTO）加入後、一気に世界第 2 位の経済大国に成長し、今では日

本の 4 倍の経済規模を持つようになった。インドもまた中国より多い人口と平均年齢 28 歳の若い人
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口構成で巨大な成長潜在力を持っている。今世紀最後の超大国となるであろう。21 世紀中にこれ

らアジアの GDP は世界 GDP の 60％を占め、ヨーロッパとアメリカの経済規模を超えると予想されて

いる。上述の国々は、グローバルサウスの主力の国々である。日韓両国は、自由主義国際秩序に

背を向け始めた中国を除く他のアジアの新興国を先進国として認め、同時に自由主義社会の責任

あるリーダーとしても受け入れて、共に成長していくために汗をかくべきである。 

21 世紀の世界経済を更に繁栄させ、地球的規模で国際秩序を安定させるためには、これまで大西

洋中心だった自由主義国際秩序をインド太平洋地域に拡大、発展、定着させることが非常に重要

である。日韓両国がこの試みに失敗したら、この地域での経済成長が停滞する。また、一方的な力

による現状変更が頻繁に起これば、日本、韓国だけでなく全世界に甚大な否定的影響を与えるこ

とになる。今日の自由主義国際秩序は、ジャングルの掟が支配した 19 世紀の国際社会から、戦争

の違法化、植民地支配の終焉、人種差別の撤廃、ソ連をはじめとする共産圏の崩壊という先人たち

の忍びない苦労と偉大な業績を経て、ようやくたどり着いた人類の至宝である。それがまた揺らげ

ば、人類は再び 1945 年以前の不安定な国際秩序に戻りかねない。 

 

(b) 中国の台頭と現状変更の脅威 

21 世紀に入って、自由主義国際秩序への最大の挑戦者となったのは中国である。冷戦期後半、西

側と共にソ連に対峙した中国は、1991 年のソ連崩壊と同時に対露関係修復、中露国境確定交渉

に動いて北方の脅威を排除した。しかしその後、2008 年のリーマンショック後、西側経済の停滞を

みた中国は、自らの国力に自信を深め、西側に対して挑戦的な姿勢をとるようになった。中国の国

力増進の一つの結果として、中国の民族主義と結びついた中国中心の帝国的世界観が指導部に

投影されるようになり、中国が自由主義国際秩序から徐々に離脱する兆しを見せている。これは習

近平主席の執権期に顕著に現れ始めた。それは、次のような形で具現化している。 

(1) 多国間主義に中国的価値と影響力を植え付けようとする「多国間主義の中国化」、 

(2) 統合された自由主義国際秩序を複数の極（多極体制）に分けようとする分裂的国際政治観、 

(3) 自国中心の自給自足産業構造の追求（「双循環」経済戦略および「中国製造 2025」など）、 

(4) コロナ時期の全面的ロックダウンのようにいつでもグローバルサプライチェーンを遮断できる反

市場的行動、 

(5) 政府主導の重複投資による過剰生産の海外ダンピングと外国の知的財産権の奪取行為、 

(6) 安全保障を理由とした自国インターネットプラットフォームのデカップリングとサプライチェーン

の武器化、 
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(7) 台湾統一の野望と核戦力強化、周辺国への影響力および軍事力投射という修正主義的路線

の追求、 

(8) 「一帯一路」や BRICS、SCO などの代替的多国間プラットフォームの構築など、である。これら

の中国の行動は自由主義国際秩序とその秩序の受益者である日本および韓国にとっては脅

威要因として作用している。 

 

(c) ヨーロッパの地政学的危機と自由民主主義の後退 

自由主義国際秩序の維持のためには、米国を含むインド太平洋地域の自由主義国だけではなく、

その宗家であり「揺り籠」でもあった欧州諸国との協力が必要である。しかし、その欧州におけるウク

ライナ危機が自由主義国際秩序を激しく揺さぶっている。国連安保理常任理事国であり、かつ世

界最大の核兵器保有国であるロシアによるウクライナ侵略戦争がどのように終結するのか、そして

その後ウクライナに対する安全保障措置がどうなされるかによって、ロシアの再侵攻可能性も排除

できない。西側諸国がウクライナの自由意思を尊重するべしと考えるのに対し、ロシアはウクライナ

がロマノフの大地であると主張して譲らない。今回のウクライナ戦争では、ロシアは核兵器による恫

喝まで行っている。 

NATOの主柱である米国は、第2次トランプ政権となって以降、ロシアにすり寄る姿勢を見せて、停

戦を実現しようとしているが奏功していない。アジアに注力したい米国は、ウクライナ戦争終結後のヨ

ーロッパの防衛に以前よりも消極的な立場を取るようになり、欧州の自助努力を促している。米国の

突然の欧州への安全に対する消極的姿勢は、欧州諸国の危機意識を高め、NATO内での防衛力

の強化と組織の構造調整、役割調整が進んでいる。そのためには相当な欧州側の費用負担（Trans

ition Cost）増が伴うであろう。 

同時に、欧州諸国では、大規模の難民流入および移民の受け入れと失業率の増加に起因する極

右政党、ポピュリズムの台頭が進んでいる。これは先進国における企業の海外流出と産業空洞化、

少子高齢化による外国人労働者受け入れに伴う必然的な結果でもある。この動きは、保護主義や

ナショナリズムと結びつきやすく、自由主義国際秩序の基盤である自由民主主義および普遍的価値

に対する挑戦となっている。 

 

(d) 第2次トランプ政権 

トランプ政権の再登場も自由主義国際秩序に対する不安定さを増幅している。冒頭に述べた通り、
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依然として軍事的にも経済的にも世界随一である米国の国力であるが、地球的規模の工業化の始

まりによってインド、中国などのグローバルサウスが台頭し、相対的に縮小が始まっている。米国が

提供してきた国際社会の安定、自由貿易を通じた経済的繁栄、そして、米国が唱導してきた自由や

民主主義、法の支配といった価値観が揺らぎ始めている。これはパックス・アメリカーナという名の国

際公共財の脆弱化と呼んでもよい。 

米国の国力低下によって、世界のリーダーシップに空白が生まれることが危惧される。国連憲章によ

って世界の平和と安定を託されたP5（国連安保理常任理事国5ヶ国）については、植民地を失った

英仏両国は既に中規模サイズの国となっており、ロシアは軍事大国であるが経済規模は韓国サイズ

であり、国際法違反のウクライナ侵攻によって安保理全体の権威を失墜させている。中国もまた、国

連憲章が下敷きにしている自由主義的価値観に背を向けて少数民族を弾圧し、かつ、一方的な海

洋権益の拡張に動きつつある。国連安保理は、拒否権のない再選可能な任期4年の準常任理事国

を加えるなどの改革をしない限り、最早、その正統性も実効性も維持できないであろう。 

G7は欧州偏重であり、このままでは、これから巨大化するインド太平洋地域でリーダーシップを発揮

することは難しい。韓国、豪州、インド、インドネシアなどを正規メンバーに加えることを考えるべきで

ある。なお、中露を含むG20や東アジアサミットは、政治的なコンセンサスを生み出すことが難しい。

全く新しい枠組みとして、海洋権益で結びつく自由主義国を中心に、日本、韓国、東南アジア諸国

（の一部）、豪州、ニュージーランドなどと西太平洋共同体の設立に動くことも考えてよい。 

既に米国が世界の警察官であった時代は過ぎ去っているが、第2次トランプ政権は、更に進んで「ア

メリカ・ファースト」を標榜しており、米国の国益を最優先に考える姿勢を鮮明にしている。その考え

方は、同盟国との関係では、より公平な負担の分担要求となって表れる。NATOと日米同盟、米韓

同盟などに対して、より多くの費用分担および役割分担を要求してくるであろう。米国は、欧州からア

ジアへ戦略的重心を移したいと考えているが、欧州にしてもアジアにしても、米国が同盟国側の負

担をより大きくするよう強く要求してくるであろうことに変わりはない。 

第 2 次トランプ政権は、気候変動のような地球的規模の環境問題に対しても懐疑的な視点を示して

いる点が危惧される。また、トランプ政権は、一方的に高い関税率を設定して貿易交渉を有利に運

ぼうとし、また、移民排斥によって国内の労働市場を守ろうとしている。このような保護主義的な措置

は、自由貿易体制に衝撃を与えるのみならず、米国経済自身にとってもマイナス効果の方が大き

いであろう。第 2次トランプ政権の政策的方向性は、いずれかの時点で修正されるかもしれないが、

現在のところ自由主義国際秩序に対する一定の懸念要因と言える。 
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(e) 混乱の軸（Axis of Disruption）と修正主義国家の核（nuclear）の連帯 

ロシア、北朝鮮、イラン、中国が連携したいわゆる「混乱の軸」は自由主義国際秩序に根本的な脅

威を与える挑戦要因となりつつある。これらの国々の共通の問題点は、地政学的な強大国を夢見る

時代錯誤的な「指導者」が存在することである。特に、中露朝はすでに核兵器を保有しており、また、

イランも核保有の野望を持っている。 

彼らはあたかも帝国主義時代の欧州列強のように、領土ないし海外権益の拡張と影響圏（sphere of 

influence）構築という外交安全保障目標を追求している。これは一方的な力による現状変更を認め

ない自由主義国際秩序の中では、明白に修正主義的な（revisionist）行動である。そのため、彼らの

冒険的な行動は自由主義国際秩序への根本的な脅威となりえる。例えば、ロシアのウクライナ侵攻、

中国の台湾統一の野望、イランの覇権政策と核開発、北朝鮮の核開発、ロシア、中国の核戦力増

強などは、自由主義国際秩序だけでなく、日本と韓国に対して、直接的、間接的な実存的脅威であ

る。特に、中朝露は、日韓の直接の隣国である。彼らの引き起こす武力紛争は、直ちに日韓両国を

前線国家として巻き込む可能性が高い。 

これらの国々が平時には戦略的に連携し、有事に際して協調行動を取れば、核を持たない日本と

韓国にとっては根本的な脅威となりえる。日韓両国と米国は攻撃兵器（中距離ミサイル等）から核兵

器の使用まで、紛争のエスカレーションを厳密に管理し、中朝露のいかなる挑発に対しても常に優

位にたって柔軟に対応できる防衛体制を組み上げる必要がある。そこには将来登場するであろう

水中発射、空中発射、地上配備の戦術核搭載米ミサイルの配備の問題も含まれる。さもなければ

アメリカの拡大抑止の実効性も、同盟国側の米拡大抑止に対する信頼も弱まる可能性がある。 

 

(f）情報技術、人工知能の発展 

情報技術の驚異的な発展は、サイバー空間が物理的な人類社会を圧倒するという現象を生んだ。

連日、洪水のように膨大な量のデータがサイバー空間を流れている。80 億の人間の多くがスマホを

持っている時代である。人工知能（AI）を使うことで、言語の壁もなくなりつつある。多くの国におい

て社会の底辺で日々の生活に一生懸命だった人々が、スマホからあふれ出す情報によって、政治

的に覚醒した。その数は膨大である。新しい民主主義の時代である。 

ラジオが登場した時、ヒトラーが登場した。メディアの技術力が急激に上がるとき、過激なポピュリズ

ムが登場しやすくなる。新しく政治的に覚醒した人々が、政治的に成熟し、賢明になる以外に、それ
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を防ぐ方法はない。青少年教育の役割は大きい。 

透明性が確保された開かれた自由主義社会の中では、独裁国家からの悪意ある偽情報発信や影

響力工作が成功しやすい。自由主義社会の分裂・分断、階級間・人種間の憎悪の誘発等、社会の

団結をかき乱す情報戦（Information Warfare）が勢いを増している。日韓両国は、優れた情報技術

を有する先進国であり、偽情報等に対する対策について国際社会をリードする責任がある。 

 

2. 日韓戦略的パートナーシップ関係 

 

(1) 共通の課題 

 

日本と韓国は自由主義国際秩序の守護という共通の政策プラットフォームの上で、グローバルサプ

ライチェーンの安定的な確保および管理、北朝鮮の核と中国およびロシアの影響力拡大への対処、

トランプ政権下での同盟調整という共通の課題に対処しなければならない。これに加えて、気候変

動というグローバル課題とAI技術の確保および規制という時代の変化への課題も共に抱えている。 

より具体的には、経済安全保障上の要請から中国市場とアメリカ市場のデカップリングで、部分的

にブロック化されつつある世界経済への対処、同盟国によるより一層高い防衛費分担およびより強

力な防衛態勢構築の要求への対応、米国の拡大抑止の実効性とそれに対する同盟国側の信頼の

強化、インド、ブラジル、東南アジア諸国などの新興工業国家の自由主義国際秩序への取り込み、

台湾有事の抑止と北朝鮮の核兵器開発の阻止、中国によるサプライチェーンを武器化した経済的

威圧への対処、烈度を上げている中国、ロシア、北朝鮮のサイバー脅威とプロパガンダ・認知戦へ

の対応、人口減少に伴う兵力や労働力の不足、国内市場の縮小、少子高齢化の進む福祉社会に

おける財政負担、AI およびグリーンエネルギーなどの未来技術分野での米中へのキャッチアップ、

および、国際標準をめぐる国際社会での協力などの問題に、共同で対処しなければならない。 

 

(2) 協力の方向性と提言 

 

(a) 二国間協力より多国間協力を中心に科学・技術協力を 

日韓両国の既存の二国間協力は、依然として出てくる歴史問題のために、往々にして容易に進展

しなくなり得る。また、直接の軍事的協力関係の増進は、韓国の国民感情に照らせば依然として難
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しいであろう。このような点を考慮し、協力の場を既存の多国間、あるいは新しい多国間に移して、

科学技術や文化分野に関する協力関係を推進することを提案する。 

国連や世界貿易機構（WTO）、あるいはAPEC、G7、G20などの伝統的な多国間枠組みだけでなく、

例えば日本と韓国が、QUADやAUKUSのような新しいミニラテラルな枠組みの中で協力と分業を行

うことができないだろうか。日韓米豪あるいは日米韓加間のAIおよび量子技術協力体のようなTrans-

Pacific QUAD（TPQ） を新たに構想して協力の枠組みを作ることもできるだろう。文化産業と科学技

術、ソフトパワー、未来アジェンダ設定を追求する多国間EXPOを韓国、アメリカ、日本、イギリス、フ

ランスなどの国々と（仮称）C5を構成して毎年共同開催することなども例として挙げられる。また、先

に述べたように、G7を拡大して韓国、豪州、インド、インドネシアなどを加えてG10またはG11として、

その枠組みの中で日本と韓国が協力することも望ましい。 

 

(b) 過去と感情の問題から未来と理性の課題へ 

従来の日韓関係は歴史問題と民族主義、自尊心、一方的な世界観に埋没して協力の機会を逃して

きた。しかし、両国とも自由主義国際秩序という未来志向的な市場秩序、理性と科学中心の近代的

な国際秩序に参加しながら両国の誤解と葛藤が武力紛争や断交に発展するのを防いできたことも

まぎれもない事実である。つまり日韓両国は、未来と理性と市場を通じて歴史問題と地政学的な葛

藤を克服する奇跡を成し遂げてきた。したがって、両国の協力アジェンダも、気候変動とグリーン成

長、デジタル転換と失業問題、AIと量子技術（quantum technology） の安全なプラットフォーム構築、

仮想現実（Virtual Reality）、メタバース(Metaverse)、空間コンピューティング（Spatial Computing）な

ど世界を跨ぐ仮想空間における経済ルール構築、人口問題など、科学と理性を中心とした分野に

集中する必要がある。 

 

(c) 既成世代から次世代へ――日韓戦略的パートナーシップ関係の構築 

異なる国の、異なる世代は、異なる時代を生きてきた。その経験が各々の世代の心に押した刻印は

深い。シニアの既成世代間の協力は、異なる世界観が確固として存在しているため、歴史問題を超

える未来志向的な協力にはなりにくい。一方、青年および若い世代である次世代は人類普遍的な

価値を共有し、相手に対する歴史的な偏見、民族的な偏見も少なく、新しい未来技術に適応する

速度も速いため、既成世代よりもはるかに協力の可能性が高い。現在の日韓協力プラットフォーム
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は主に既成世代中心、伝統的なプラットフォーム中心、論争的なアジェンダ中心で構成される傾向

があり、これをより創造的で、躍動的で、未来志向的な日韓協力プラットフォームに変えねばならな

い。バイデン米大統領時代にようやく動き始めた日米韓の戦略的関係を、一層深めていくことは、

新しい世代にこそ可能である。
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地域安保のための日韓・日米韓協力ビジョン 

 

1. 問題の提起 

1965年の日韓国交正常化は、米国と個別の同盟を結んでいた冷戦時代の日本と韓国にとって、共

同の安全保障態勢を強化する契機としての意味を持つものであった。1968年8月の日韓政府閣僚

間の共同声明や、1969年11月の佐藤・ニクソン間の日米首脳会談の共同声明において、共通して

韓国の安全保障が日本の安全保障にも緊要であると明示されたことは、両国の安全保障の相互依

存性と協力の重要性を確認するものであった。 

その後、両国はそれぞれの国内状況や国際情勢の変化の中でも、段階的に安全保障協力の制度

化の過程を経てきた。1970年代と1980年代の冷戦時代には、両国の軍高級幹部間の人的交流が

開始され、1990年代以降には、1998年の金大中・小渕共同声明で表明された両国間の安全保障対

話および防衛協力の活性化の方針に基づき、共通の同盟国である米国を含めた北朝鮮の核開発

関連情報を共有する三国間協力が模索され、韓国軍と日本の自衛隊間の部隊交流や日韓共同訓

練も実施され、信頼が構築されてきた。 

日韓両国は2000年代以降、外交や経済のみならず、国際安全保障秩序における地位や役割が拡

大している。その中で、国際安全保障秩序において現れている大国間競争の台頭、ロシアによるウ

クライナ侵攻、中国による台湾に対する軍事的圧力、そして高度化する北朝鮮の核能力や攻勢的

な軍事態勢などは、国際秩序の安定を望む日本と韓国にとって、共同で対応すべき挑戦要因とな

っている。国交正常化60周年を迎える日本と韓国が、朝鮮半島とグローバル安全保障秩序の安定

のために、二国間の安全保障協力をより促進すべきであることは、避けられない安全保障政策の選

択肢となっている。 

 

2. 朝鮮半島およびグローバル安全保障秩序の不安定性 

1990年代以降の国際秩序は、冷戦期の宿敵であった米国とロシアの間で相互協力的な条約と制度

が制定され、対話と協力の局面へと変化した。ポスト冷戦期に入り、米国とロシアはSTART条約、モ

スクワ条約、そして2010年のNew START条約の締結を通じて、相互の核軍備統制を実施した。1992

年にはオープンスカイ(Open Sky)条約の締結を通じて、相互の軍備統制を検証するために相互の

領空を開放する決定もなされた。1998年にはロシアを先進経済国家のグループであるG7に加入さ

せ、G8体制へと転換させた。米国はロシアのみならず、当時鄧小平の指導の下で改革開放政策を
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推進していた中国をWTOに加入させ、「責任ある大国（responsible stakeholder）」としての道を歩むよ

う関与政策を展開した。 

ポスト冷戦期における大国間の協力の流れの中で、朝鮮半島でも1991年から1992年にかけて南北

基本合意書が締結され、お互いを統一過程にある民族関係として規定し、南北非核化共同宣言が

採択され、相互に核兵器の開発、保有、配備を行わないことを合意した。しかし、ポスト冷戦期の国

家間協力関係は2010年代以降、冷戦時代を彷彿とさせる大国間の対立関係へと変化し始め、南北

関係も北朝鮮の核能力の高度化に伴い、軍事的対立関係が顕在化している。 

 

A. 大国間戦略競争時代の再来 

米国と中国間の覇権競争と戦略的競争の様相は、2010年代以降加速している。中国は日本を抜い

て世界第2位の経済大国へと台頭し、増大した国力を基に、軍事、経済、科学技術の分野で米国の

既存の地位に挑戦している。特に、2012年の習近平政権発足以降、このような挑戦的な様相はさら

に顕著になっている。南シナ海および台湾海峡方面で、九段線などの領有権主張を強化し、フィリ

ピンやベトナムなどとの紛争を繰り返している。米国はインド太平洋戦略を公表し、日本、豪州、イン

ドなどとクアッド（QUAD）を結成し、航行の自由作戦を頻繁に実施し、中国の軍事力拡張を抑止す

る構えをとっている。また、米国は英国、豪州などとAUKUS条約を締結し、豪州に原子力潜水艦の

技術を提供するなど、戦略的な協力を強化している。 

加えて、ロシアは2014年のクリミア半島併合、2022年2月のウクライナへの戦争挑発を通じて、既存

の国際秩序および国際法の規範に挑戦している。米国はウクライナの戦争遂行を直接・間接的に支

援し、ロシアとの対立関係が形成されることになった。この過程で、ポスト冷戦期に米国などと共に参

加していたG8からロシアは排除され、ロシアが包括的核実験禁止条約からの脱退を宣言したことに

続き、米露間で合意されたNew START核軍備管理条約は2026年の満了時に更新されず終了する

見通しとなった。 

第2次トランプ政権の発足以降、米国はカナダ、グリーンランドやパナマ運河に対する管轄権を主張

し、ウクライナへの間接的な軍事支援の中止を表明するなど、むしろ国際安全保障秩序の不安定さ

を増大させている。これによって、現在の国際秩序は、ロシアと米国などの大国が一方的な国家利

益を追求し、相互の戦略的競争が激化する局面へと変化している。このような核保有大国間の対立

と葛藤関係の深化は、他の地域にも否定的な影響を与え、長期間にわたって持続すると予想される。 
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B. 朝鮮半島の新冷戦的様相 

大国間の対立が深まる中、北朝鮮のならず者国家的な行態は、域内の緊張をさらに煽っている。20

06年に第1回核実験を強行した北朝鮮は、2017年までに6回の核実験を持続し、核戦力の完成を宣

言した。2019年の米朝ハノイ会談が決裂した後、北朝鮮は2022年9月、「核武力政策」を公布し、核

の先制使用の範囲を5つに拡大するなど、攻撃的な核戦略を明らかにした。さらに、ウクライナとの戦

争を遂行しているロシアは、北朝鮮から砲弾やミサイルなどの武器提供を受けただけでなく、2024年

6月19日にはプーチン大統領が直接北朝鮮を訪問し、両国関係を再定義した「包括的戦略的パー

トナーシップ」 条約を締結するに至った。この条約を通じて、両国は一方が軍事的攻撃を受けた場

合、遅滞なくあらゆる手段を動員し、軍事的あるいは非軍事的な協力を行うこと約束し、事実上の軍

事同盟の復活を宣言した。北朝鮮・ロシア条約締結後、2024年10月から北朝鮮軍約1万2千人がロ

シアに派兵され、クルスク戦線に参戦し始めた。北朝鮮軍のウクライナ戦線派兵は、2020年代以降

NATO首脳会議と国防相会議に参加している日本と韓国が、グローバルな安全保障秩序の安定の

ために協力を拡大する重要な契機を提供している。 

 

3. 韓国の安全保障資産としての日韓協力、日米同盟、日本国内の国連軍後方基地 

国際安全保障秩序の不安定さの増大、北朝鮮の核能力の高度化およびウクライナ戦線への派兵な

ど攻勢的な対外戦略は、韓国および日本の安全保障にとって共同の不安要因となっている。北朝

鮮の軍事的脅威の増大に対応し、韓国は独自の三軸体系の強化などを通じて抑止力を増強し、米

韓同盟のレベルでは核協議グループ（NCG）の構築を通じて米国との拡大抑止態勢の強化を進め

てきた。また、2022年のインド太平洋戦略の公表により、国際安全保障秩序の安定に向けた役割の

拡大を表明している。 

一方、日本は2022年12月に公表した国家安全保障戦略書を通じて、北朝鮮、中国、ロシアを潜在

的な脅威要因として明記し、それに対応して、日本の安全保障能力の強化、日米同盟の強化、そし

てクアッド（QUAD）および韓国など同志国との安全保障協力の強化を表明した。このような安全保

障戦略に従って、防衛費の増額および反撃能力など自衛隊の軍事力強化が進められている。日本

は1953年の朝鮮戦争の停戦以降、日本に設置された国連軍司令部後方基地7カ所を支援している。

日米同盟のレベルにおいては、2015年に米国と公表したガイドラインを通じて、重要影響事態、存

立危機事態などの場合に集団的自衛権を限定的に行使し、日米間の共同作戦を実行できる体制

を構築した。韓国としては、このような日本の安全保障政策の変化、日米同盟の態勢の強化、そして

日本国内に存在する国連軍司令部後方基地7カ所の存在が、朝鮮半島の安全保障態勢を構築す
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る上で重要な資産であることを認識し、日韓および日米韓の安全保障協力の継続を通じて、このよう

な資産を活用する必要がある。 

さらに、日本と韓国は、世界的水準にある両国の経済力および安全保障能力、そして国際的地位を

基盤として、北朝鮮の軍事的脅威の抑止だけでなく、ロシア－ウクライナ戦争の長期化、中国による

威圧的な外交の展開、そして米国トランプ政権の一方的な対外政策の見通しなどに起因する大国

間の対立の緩和に寄与すべきである。また、両国はグローバルな安全保障秩序の安定を維持する

ための安全保障政策の開発と推進においても、共同の努力を傾けるべきである。 

 

4. 日韓あるいは日米韓安全保障協力の方向 

日韓、あるいは日米韓においては、大きく二つの目標に向けて安全保障協力を推進することができ

る。 

第一に、北朝鮮の核脅威など軍事的脅威に対応し、共同抑止態勢を強化すべきであるという目標

である。すでに日韓の間には北朝鮮の核・ミサイルおよびその他の軍事的動向に関する情報共有

のためのGSOMIA(軍事情報包括保護協定)体制が正常に稼働しており、日米韓でも情報共有体制

が構築されている。また、日韓および日米韓では、海上および航空での共同訓練、多領域訓練など

も実施されている。これらの実績を基に、追加で次のような基盤の構築と協力が求められる。 

1） 軍事および非軍事的安保分野における実質的な協力の強化および制度化 

安全保障分野における日韓協力は歴史的、政治的な理由による敏感な領域ではあるが、北朝鮮の

核・ミサイル脅威と露朝の連携強化など構造的な挑戦の中で、難しくはあるが取り組むべき課題であ

る。こうした北東アジアにおける安保環境の不確実性に対応するためには、軍事および非軍事的分

野における協力の強化および制度化が求められる。緊急時における意思疎通の強化のための防衛

当局間のホットライン設置などの情報共有システムの構築、航空および海洋監視の情報共有、国防

技術・防衛産業協力の拡大など、軍事的安保分野での実質的な協力が望ましい。また、サイバー、

災害救助、海洋安保、人道主義支援など、非軍事的な分野における多層的な協力および対応シス

テムを強化しなければならない。 

 

2） 日米韓あるいは日米韓豪における拡大抑止のための共助体制の構築 

北朝鮮の核脅威を抑止するため、非核保有国である日本と韓国はこれまで個別的に米国の拡大抑
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止に依存してきた。しかし、今後は日韓、あるいは豪州を含めた日韓豪で拡大抑止協力体制を構築

し、北朝鮮の核問題およびグローバルな核秩序に関する情報共有を図りつつ、米国の拡大抑止に

対する信頼性を高めるための相互協力を促進する必要がある。 

3） 既存の国連軍司令部加盟国に日本と韓国を適宜含める 

国連軍司令部は、朝鮮半島の停戦管理と有事の際に米韓連合軍司令部へ戦力を提供する任務を

担っている。日本は、国連軍後方基地7カ所の管理という役割を果たしてきたが、国連軍の政策協

議には参加していない。この点を補完するため、国連軍のオブザーバー地位を付与し、同時に国連

軍のホスト国である韓国軍の将官にも国連軍参謀としての役割を与える形で停戦体制の補完が必

要である。 

 

第二に、日韓、あるいは日米韓では、インド太平洋地域秩序およびグローバルな安全保障秩序の

安定のためにも協力を拡大すべきである。そのため、次のような課題が提示されうる。 

1) 日本と韓国の主導によるインド太平洋地域のIP4諸国とNATO加盟国との戦略的連携の

拡大 

ロシアによるウクライナ侵攻は、国際秩序と国際規範に対する重大な挑戦であることは言うまでもな

い。さらに、北朝鮮がロシアと包括的戦略的パートナーシップ条約を締結し、1万人以上の兵力をウ

クライナ戦線に派兵したことは、北朝鮮の軍事力強化が朝鮮半島周辺の戦略環境を深刻に脅かす

ことを示すもので、日本と韓国は注意を払うべきである。日本と韓国が豪州、ニュージーランドと共に

2022年以後NATO首脳会議および国防相会議に定期的に参加していることを踏まえ、IP4諸国とNA

TO加盟国との協議体を構成する必要がある。これを通じてロシアによるウクライナ侵攻や、ロシアに

派兵された北朝鮮軍に関する情報を共有し、共同の協力方策を模索すべきである。このような協議

体を通じて、インド太平洋地域に対する中国の威圧的な外交に対して、NATO諸国からの安全保障

協力の提供を受ける可能性もあるだろう。 

2) 日本と韓国のAUKUSピラーⅡへの共同参加 

2021年、米国・英国・豪州は、原子力潜水艦を豪州に提供するためにAUKUSを締結し、先端技術

分野での協力のためにAUKUSピラーⅡという形で別途の協議体を構築した。半導体、ロボット、量

子コンピュータ、人工知能（AI）などの先端科学技術分野で世界的水準の能力を有する日本と韓国

は、AUKUSピラーⅡのプラットフォームに共同で参加し、民主主義国家群の全体的な安全保障能力

の強化に寄与すべきである。また、その延長線上で、米国・日本・豪州・インドが結成したクアッドに
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対し、2022年にインド太平洋戦略を発表した韓国の参加が模索される必要もある。 

3) 中国・ロシア・北朝鮮の軍事能力増強に対応するため、米国の通常戦力および核戦力強

化を支援する包括的協力の拡大 

北朝鮮の核能力増強に加え、New START条約から離脱したロシアが今後核戦力を強化する見通し

であり、中国もまた2035年までに核弾頭1,500発までと急激に核戦力を拡大しようとしている。特に、

北朝鮮とロシアの包括的戦略的パートナーシップ条約の締結により、両国間の核態勢が強化される

可能性も排除できない。これに対応すべく、米国の通常戦力および核戦力態勢の再構築を支援す

るために、日本と韓国は世界レベルの製造業を活用して米国を支援し、さらにはNATO型の核共有

態勢の構築と戦術核の共同配備の可能性についても議論することができる。 

4) 中国・ロシア・北朝鮮の連携強化を阻止するための21世紀型デタント政策の推進 

中国は台湾や南シナ海地域において攻撃的な軍事態勢をとっているが、一方、露朝との協力強化

については慎重な姿勢を見せている。日本と韓国は、2008年以降継続されている日中韓協力体制

を通じて、中国を露朝との連携からデカップリングさせるための協力方法を模索する必要がある。さ

らに、国連やWTOなどの国際機関を通じて、国際安全保障秩序や経済秩序の安定のために中国

に建設的な役割を果たすよう共同で働きかける努力を行う必要がある。このような対中共同外交の

取組みにおいては、NATO諸国との協議を並行して進める必要がある。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.  インド太平洋秩序構築と日韓の戦略的連携 
 



 

 



 

29 

グローバル・ガバナンスを支える日韓パートナーシップの拡大 

 

2025年の国際秩序はウクライナおよび中東・アフリカ一部国家での戦争、米中戦略競争の深刻化、

権威主義勢力の拡散、グローバル公共財の提供停止など、複合的な危機に直面している。パンデミ

ック、気候変動、食料危機、水とエネルギーの不足、難民問題など、地球規模の問題は依然として

放置されており、デジタル・AIなどの新技術の急激な発展は今まで経験したことのない新しい挑戦

課題を生み出している。国際社会はこうした挑戦課題に一緒に対応するよりも、大国中心の外交に

振り回され分裂している。特に、インド太平洋地域では米中戦略競争の深刻化の影響で、多国間協

力に積極的だった中堅国は自律性と影響力の確保に苦戦している。 

米国優先主義を掲げる第2次トランプ政権の発足は、ここ数年にわたって回復してきた多国間協力

の秩序回復の流れに大きな制約要因になっている。価値に基づくよりも実益だけを重視する取引主

義外交は同盟国の軽視に現れ、また多国間の協力体制への不信はパリ協定やWHOの脱退として

再び現れ、相互関税の導入と貿易保護主義の強化は自由貿易体制を大きく揺るがしている。また、

開発途上国の発展と民主的ガバナンスを支援してきた米国国際開発庁（USAID、United States Age

ncy for International Development）の閉鎖などといった海外支援の縮小は、グローバルサウスにおけ

る中国やロシアのような権威主義諸国の戦略的な空間を広げるという皮肉な結果を生み出している。 

日本と韓国はアジアを代表する自由民主主義国家として類似した外交、経済、安保環境を有してい

る。両国はそれぞれ米韓同盟、日米同盟のパートナーとしてこれまで強化してきた日米韓三か国の

協力を通じてインド太平洋地域、ひいては世界における平和と繁栄に共に取り組んできた。国際秩

序の不確実性の時代を迎えた日韓両国は、これからは短期的な対応を超え、より構造化かつ制度

化された協力体制を模索しなければならない。インド太平洋地域はもちろんEU、中央アジアおよび

その他のグローバルサウス地域において、多国間協力の枠組みの中で日韓協力を図り、国際法と

民主的な規範を根幹とするルールに基づく秩序の擁護と公共財の提供に乗り出さなければならな

い。 

 

多国間協力の中の日韓協力 

日本と韓国は、それぞれ異なる歴史的背景と経路を経て、多国間協力を発展させてきた。韓国は冷

戦期の米韓同盟中心の二国間外交から出発し、経済成長、国際的な位置づけの向上などを背景

に漸進的に多国間協力を拡大してきた。日本は戦後平和国家のアイデンティティと経済力に基づき

早くから多国間外交の枠組みを設け、日米同盟を軸に国際的な役割を安定的に拡大してきた。外
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交基調に違いはあれども、現在日韓両国は国連、G20、OECD、インド太平洋地域など、様々な多

国間協力の舞台で主要なアクターとして活動しており、主要国際機構における意思決定過程での

投票行動の一致度も高い。 

日韓両国はグローバルレベルで多国間主義体制の回復と革新に向けてパートナーシップを強化し

なければならない。国連安保理の無力化に対応するため代表性と地域均衡性を高める改革の議論

に積極的に参加し、総会においてはグローバルな規範の守護と政策調整の強化に向けた共同イニ

シアティブを推進しなければならない。また、開発、気候、人権、保健など、国連関連機構のプログ

ラムにも共に参加し地球規模問題の解決に貢献すべきであり、G20、WTO、WHO、OECDなど主要

国際機構においても緊密な協力を通じて民主主義、法の支配、市場経済などの核心となる価値を

守らなければならない。特に韓国は、G7入りを通じて先進国クラブ内で積極的な役割を果たしたい

と考えている。 今後、G7拡大が実現した場合、G7内のアジアの声を強化する観点から、韓国の加

入に日本の積極的な協力と支持が望まれる。 

インド太平洋地域における日韓協力はここ数年で実質的な進展を見せている。サプライチェーンの

安定と経済安全保障の強化という共通の戦略課題を意識しつつ、日本は素材・部品・装置、韓国は

半導体、バッテリー、AI技術においてそれぞれ強みを持っており、相互補完的なパートナーとして協

力できる。韓国の「環太平洋パートナーシップに関する包括的および先進的な協定(Comprehensive 

and Progressive Agreement for Trans-Pacific Partnership, CPTPP)」加入問題でも手続き的な検討や

要件審査を超え、域内サプライチェーンの再編、技術規範の設定、機微品目の保護など、経済安

全保障の核心分野で両国の実質的な連携と共同戦略構想に発展する余地が大きくなっている。 

ASEANは日韓両国において非常に重要な地域といえる。文在寅政権の「新南方政策」は経済、外

交の多角化を重視しながら安保の問題においては中立的な立場を取ったことに対し、尹錫悅政権

の「韓・ASEAN連帯構想（Korea-ASEAN Solidarity Initiative）」は政治・安保協力を強化し、インド太

平洋戦略との連携を強めようとする性格が強い。一方で日本は、早くから「自由で開かれたインド太

平洋（Free and Open Indo-Pacific）」構想を通じてASEANとの連携性（connectivity）を多次元的に図

ってきた。こうした戦略認識の違いは、イシューによっては共通のメッセージを作り出すことや政策を

調整することを難しくする可能性を秘めている。しかし、ASEAN中心性を超えて、より効果的な多国

間協力を推進するという意味で日韓両国の利害は一致している分、両国はASEAN関与政策にお

いてイシュー別に共同対応するか、もしくは先制的な外交を展開する必要がある。 

日韓協力は日々戦略的な価値が増大しつつある中央アジアまでその範囲を拡大する必要がある。

ヨーロッパとアジアの間に位置する要衝でもある中央アジアは旧ソ連の五つの共和国とアフガニスタ
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ンを含む。中央アジアはロシアや中国といった隣接した大国よりも日韓のような第三の信頼できるパ

ートナーを好む特徴がある。両国は、ODA、教育、保健、制度化能力の強化などにおいて相互補完

的なそれぞれの資産を用いて実質的な貢献ができる。中央アジアの発展と安定のために日韓両国

は、この地域が特定の国の影響力下に置かれることのないよう、バランサーの役割を果たしながらユ

ーラシアとインド太平洋の連携をサポートすることもできる。 

 

日米韓三か国協力の強化と持続可能性に向けた日韓協力 

ここ数年尹錫悅政権と岸田政権の間で日韓関係が大きく改善したことで日米韓三か国協力の「脆弱

な輪」が回復された。韓国政府は2022年12月インド太平洋戦略を発表し、包容・互恵・信頼の三原

則の下、「規範とルールに基づくインド太平洋地域秩序の構築」などの9つの課題を提示した。同報

告書は日米韓三か国の協力と、その更なる発展に向けた日韓関係の改善についても強調している。

つまり、既存の確固たる米韓同盟に加え、日韓関係の強化を通じた日米韓三か国の協力が三か国

の協力そのものだけでなく、インド太平洋地域のおける安全保障と繁栄に重要であるという認識が

共有されているである。 

2023年発表された「キャンプ・デービット精神：日米韓首脳会談共同声明」は日米韓三か国の協力

の精神と青写真を提示することで三か国協力の枠組みを提示した。同声明は「領域横断的に、また、

インド太平洋およびそれを超えた地域において、我々の協力を三か国で拡大し、我々が分かち合う

大きな野心を新たな地平へと引き上げることにコミットする」と記している。経済的レジリエンスと繁栄

の増進、地域およびグローバルな平和と安全保障のための米韓同盟と日米同盟間の戦略的連携、

民主主義の促進と人権保護に向けた協力を強化するという意味である。これに向け同声明は首脳

レベルを含む主要分野における三か国間コミュニケーションメカニズムを構築し、日本と韓国に対す

る米国の拡大抑止のコミットメントのための三か国共同訓練の年単位の定例化、経済安保と技術分

野の三か国協力、サプライチェーン攪乱に対応するパートナーシップ強化など、様々な協力分野を

提示している。 

しかし、米国の政権交代と日韓の国内政治の不安により三者協力のリーダーシップと推進の原動力

が弱まっている。第2次トランプ政権に日米韓協力を重視させるためには米軍駐留経費の負担増額

といった消極的な対応に留まるべきではなく、日韓が協力することこそインド太平洋地域における米

国主導のルールに基づく秩序の維持および優勢（primacy）に役立つという点を強調しなければなら

ない。同時に、日韓両国は行き過ぎた米中競争が軍事的衝突につながらないように、米中の緊張を

緩和させることに励むべきである。そのためには日韓両国が同盟国である米国との協力を優先しつ
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つ、中国とも非軍事的分野で様々な協力を図ることで中国からの信頼も得る必要がある。 

 

日中韓協力のための日韓協力 

米中競争が激化する中、米国の主要な同盟国である日韓は、日米韓三か国協力に力を注いできた。

このため、日中韓三か国協力が疎かになったことも事実である。しかし、1990年代後半から2000年

代前半にかけて、日中韓は東アジア地域協力において意味のある進展を成し遂げた経験がある。

最近日中韓協力は体制を整え直し始めた。2023年には保健と文化コンテンツ分野での実質的な協

力が開始され、2024年5月には第9回目の日中韓首脳会議がソウルで開催された。当時採択された

共同宣言は、首脳会議、外相会議、高級実務会議などの定例化を明示し、第8回首脳会議で採択

された「次の10年に向けた3か国協力に関するビジョン」を履行するというコミットメントを再確認した。 

同宣言文は、三国の国民が三か国協力の実質的なメリットを享受できるよう、人的交流（特に若者未

来世代）、気候変動への対応などを通じた持続可能な発展、経済・通商（地域的な包括的経済連携

（RCEP）を基に三か国FTAの実現を目指す；金融協力；知的財産協力など）、保健・高齢化、科学技

術・DX、災害救助・安全など国民の日常生活と密接に関連する6大分野を中心に、相互互恵的な

協力事業を積極的に発掘し、実行することを明記している。 

インド太平洋におけるミニラテラル協力のレベルで注目すべき点は、三か国協力のメリットが他国に

まで拡大できるよう、「日中韓+Xの協力」を促進するという原則を明らかにしたことである1  。中国はA

SEAN中心性を支持しながら、日韓とともにASEAN+3（APT）、東アジア首脳会議（EAS）、ASEAN

地域安全保障フォーラム（ARF）など、インド太平洋地域における多国間協力の枠組みで共に活動

してきた。したがって、こうした多国間協力の枠組みの中で、日中韓三か国協力を他のインド太平洋

諸国と連携しミニラテラルな協力を拡大していくことができる。 

日韓両国は米中競争が深まる中でも、中国との協力を疎かにしてはならない。中国は朝鮮半島や

北東アジアはもとより、インド太平洋地域の平和と繁栄においても核心的な利害関係者だからである。

日韓両国は、経済協力、人的交流、文化交流、保健、災害管理、気候変動などの機能的な領域で

中国との協力を強化しながらも、安全保障や経済安全保障のようなデリケートな分野においては、米

中の対立が先鋭化しないよう調整者の役割を模索しなければならない。日韓両国は、中国が周辺

国に対し攻撃的な外交を展開することや台湾海峡において急な現状変更を図ることのないよう、中

国に対し絶え間なく共に訴え続けなければならない。日韓が米中の間で調整者の役割を果たす上

 
1 「第 9 回日中韓首脳会議共同宣言」、https://tcs-asia.org/ko/data/documents.php 
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ではその他のインド太平洋地域のミニラテラル協力諸国である、インド、豪州、ニュージーランド、イ

ンドネシアなどとイシュー別に協力を図り、中堅国の連帯を通じて調整役としての力をつけることもで

きよう。 

 

提言 

新技術の急速な発展と共にパンデミック、気候変動、水とエネルギーの不足、食料危機、難民問題

など、地球規模の挑戦課題は日々増えつつあり、内乱は勿論のこと、国家間の戦争まで拡散してい

ることで国際社会の不安は増している。こうした混乱の時代は国際社会に迅速で効果的な対応を求

めているが、多国間協力は大国外交の再登場により徐々に力を失いつつある。先進民主主義国家

である日韓両国は個別の国益を超えて、地域と世界の平和と繁栄に向けた公共財の提供に先立ち、

国際社会において自由と人権、法の支配が尊重されるよう共に行動しなければならない。提案の詳

細は次の通りである。 

(1) グローバルレベルで日韓両国は二国間体制の回復と革新に向けてパートナーシップを強化し

なければならない。両国は国連および関連の国際機構が再びグローバル・ガバナンスの中枢

的な役割を担えるよう協力しなければならない。 

(2) インド太平洋地域において日韓両国は、クアッド・プラス（Quad+）やインド太平洋経済枠組み（I

ndo-Pacific Economic Framework）など制度化の初期段階にあるミニラテラルな協力枠組みに

積極的に参加し、他の参加国と共に協力を拡大していかなければならない。ミニラテラルな協

力の優先分野としては、サプライチェーンの安定といった経済安保や環境に優しい開発協力な

どが考えられる。 

(3) 日韓両国は中央アジア、中南米、アフリカなどグローバルサウス諸国と多様な協力事業を展開

し、経済・社会の発展と民主主義の能力強化に資することで、自由主義国際秩序の維持と発展

に貢献すべきである。 

(4) ASEANについては、日韓両国を含む三か国の協力を様々な分野で図る必要がある。ASEAN

が興味を示しているDXに向けた「日韓－ASEANデジタル協力イニシアティブ」を推進し、AI倫

理、サイバー安保、データ保護および共有、デジタル通商などにおいて協力を推進することが

できる。また、中央アジアに日韓共同の関与戦略を構築し、この地域における持続可能な発展

と安定を図る必要がある。 

(5) 日米韓三か国協力は日韓両国の安全保障はもちろん、北東アジアの平和と安定にも重要であ
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る。日韓両国は三か国協力がこれからも持続的に強化されるよう、トランプ政権に対し共同の戦

略を立てて対応し、米国が北東アジア、ひいてはインド太平洋地域においてこれからも自由主

義国際秩序の守護者として貢献できるようにしなければならない。揺るぎない三か国協力のた

めに日米韓は、今まで政府レベルの協力に限られていた三か国協力を日米韓の議会、もしく

は市民社会で多層的に活発化できるようにする必要がある。 

(6) 日韓両国は、インド太平洋地域のミニラテラル協力が日中韓三か国協力を通じても強化される

よう、革新的な努力をする必要がある。既存の災害救助、環境保護、保健、人的交流など機能

的な分野で日中韓協力を発展させることができる。その中で、気候および環境や保健分野のよ

うに、地球規模のアジェンダについては、日米韓三か国協力を含むその他のミニラテラルな協

力との連携を試みることもできる。 
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国際社会に貢献する日韓イニシアティブ―― 

開発援助（ODA）とエネルギー転換 

 

国際秩序やグローバル・ガバナンスの枠組みが根底から覆される危険性を帯びている今、世界の

連帯をつなぎとめるために日本と韓国の役割が問われている。両国の具体的かつ機能的な分野と

して、国際援助および気候変動の領域での協力について検討してみる。 

１．開発援助 

国際援助の今―米国政府の方針転換の衝撃 

国際援助は、各国では対応しきれない課題のセイフティ・ネットとして、また世界の平和と安全を維

持し、貧困の軽減を推進するため、さらに世界各国の連帯を示すために存在しており、その援助枠

組みが作られてから70年以上の歴史を持つ。 

しかし、2025年1月に就任した米国トランプ大統領は、WHO(World Health Organization、世界保健

機関)を含む複数の国連機関や、パリ合意等国際協定からの脱退を決め、国際援助の一次凍結を

発表した。また、2月には、国務省傘下の対外援助機関である米国国際開発庁（USAID）は事実上

閉鎖に追い込まれ、7月1日をもって国務省に合併となった。米国は世界最大の援助提供国であり、

その総額は633億ドル（約10兆円、2024年）、うちUSAIDの予算は約400億ドルと言われている。USA

IDの支援は特に保健・人道支援に重点が置かれており、また国によってはUSAIDの支援なしには

一部の公共サービスを提供できないほどである。 

また米国政府はロシア・ウクライナ戦争において、ウクライナに対して巨額の支援を提供してきたが、

その援助継続も危ぶまれている。アメリカが防衛面でも欧州から手を引く中、欧州は自国の防衛費

の増強とウクライナ支援を優先せざるを得ず、その結果、アジア・アフリカの貧困国に対する国際支

援は一層厳しい状況に置かれている。 

先進国と途上国の関係の変化 

先進国と途上国の間の亀裂はここ数年顕著になりつつあった。具体例をあげれば、COVID-19下で、

感染状況を迅速に開示した途上国に対して先進国が移動制限を掛ける、ワクチンの配分に関し支

払う能力が低い途上国が取り残される等、途上国が先進国を頼ることのリスクを知らしめた。 

またウクライナ戦争により、小麦、肥料、燃料の価格が高騰し、ロシア・ウクライナからの輸入に依存

してきたアフリカの国々はインフレに苦しむこととなった。西側諸国が対ロシア制裁を進める一方で、

多くの新興国・途上国はロシアのウクライナ侵攻に対しては非難するものの、対ロ制裁には同調せ
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ず、独自の立場をとってきた。更にガザの惨状は、多くの途上国とりわけイスラム圏の国々で、イスラ

エルを擁護するアメリカに対しての反発を招き、反米感情を増大させてきた。 

途上国、特に新興国は「グローバルサウス」としての存在感を増し、西側諸国とは一線を画した動き・

主張をし始めている。国際支援の文脈において言えば、新興ドナーとして台頭してきた中国、トルコ

や中東だけでなく、東南アジアの国々も自国の援助機関を設立し始めている。これまで欧米が牽引

してきた国際援助・開発援助は、この世界情勢を踏まえれば、大きく変わらざるを得ない。先進国・

途上国という二極対立を防ぎ、世界の連帯と信頼をつなぎとめるための国際援助のあり方を考える

必要がある。 

日本・韓国に求められていること 

この国際情勢の混沌の中で、OECD DAC（Development Assistance Committee、開発援助委員会）3

3か国の中で唯一のアジア諸国メンバーである日本・韓国は何ができるだろうか。現在、米国の支援

に頼ってきた国々や地域連合体は、その代替案を模索し始めている。国際援助に依存してきた公

共サービスを、自己資金で提供できるよう改革を進める国に対しては、その結果に透明性と持続性

が担保されるよう開発援助のプロセスに積極的にかかわる必要がある。一方で、紛争などが原因と

なり、政府が必要な公共サービスを提供することが困難な国、また政府の保護を受けることが困難な

人々も確実に存在しており、これらの人々の命を救う人道支援資金を補完する努力も求められる。 

米国や欧州諸国が国際援助予算の削減を発表する中、韓国は国際援助予算の増加を約束してい

る数少ない国の一つであり、日本は円安の影響を受けつつも、同じ水準を維持しようと努力している。

一方で、2024年の日本のODA総額は168億ドル、韓国は39.4億ドルとなっており、両国のODA総額

を足しても、米国の633億ドルの3分の1にも満たない。 

欧米の「伝統的ドナー」が国際援助の資金を大幅にへらす中、今まで通りの国際援助のやり方の維

持はできないことは明確である。途上国が、この危機を国際援助・自国の制度・戦略改革の機会に

使おうという機運もみられる。 

日韓にできることは、OECD DAC等国際援助の取極めや欧米との連携を堅持しつつ、新興の国際

援助パートナーと多極的な協力関係を構築し、その連携を深めることにある。欧米vs中露などの二

極化で国際援助を語ることを極力避け、中進国・新興国の発展の経験を途上国への支援へとつな

げる役割を日本・韓国が担うことで、分断が進む世界をつなぐ役割を果たすことができる。 

日本は、過去に日本の支援を受けた国が別の途上国の開発を支援する相互プログラム（南南協力・

三角協力）を1975年から実施しており、上記に挙げた複数の東南アジア等新しい援助機関との連携
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関係を持っている。また、パレスチナ開発のための東アジア協力促進会合（CEAPAD、Conference o

n Cooperation among East Asian Countries for Palestinian Development）は、日本・韓国も参加してい

るアジア主導のパレスチナ支援の枠組みであり、今後の参考になりえる。韓国は、国連南南協力事

務所（UNOSSC, United Nations Office for South-South Cooperation）と協力してメコン川流域の国々

に対して、水・エネルギー・食料の持続可能な開発と気候変動対応を支援している。韓国は、援助

を受ける国から援助を提供する国へと移行した近年の経験を持ち、その援助への取り組みにおいて

他の新興国・新興ドナーを牽引する力がある。このように日韓が欧米に追随するのではなく、途上国

のオーナーシップと尊厳を尊重する日韓共同の「アジア型」の国際援助の形を提示できれば、日韓

それぞれにとって大きな国際貢献となりえる。 

提言 

(1) 東南アジアの国々の援助機関の能力強化・連携事業に日韓で連携 

日韓が共にこれまでの強固な関係を築いて来た東南アジアの国々は、経済成長とともにこれから援

助提供国となる。これらの国々が国際援助の文脈で活躍できるように、日韓協働で東南アジア諸国

の新興援助国が他の途上国において支援を実施するための技術的・資金的サポートを拡張する。

特に、新興ドナー側・支援受益側双方の関心や開発課題の共通点を踏まえてマッチングを支援し、

また支援手法やモニタリングシステムの構築等についてもアドバイスすることで、実質的な連携効果

の向上を図る。 

(2) DAC以外の国と連携した事業の形成 

OECD DACメンバーの支援はウクライナ、インド、バングラデシュ等、特定の国家に集中している一

方、OECD DACに入っていない新興援助国（トルコ、中東諸国等）はシリア、パキスタン、イエメン、

パレスチナ等、援助対象が明らかに違い、国際援助の対象国でも分断が如実に表れている。地政

学的・治安的に介入が難しい地域においては、言語的・文化的・宗教的に親和性が強い国家間で

の支援が有効な場合が多々あり、日韓が率先してこれらの新興援助国と協力することで、国際協力

の連帯と連携を実践する。 

(3) USAID事業縮小により影響をうける公共サービス改革支援 

途上国の国内資金調達や改革を後押しするため、これまでUSAIDの支援が下支えしていた公共サ

ービス事業体の自立を目指す国に対して、優先的に支援を行い、経営の改善とサービスの担保の

協力を行う。日韓ODAは共に借款のツールを持っていることから、途上国の財政課題とあわせた公

共サービス改革の着手が可能である。 
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2．気候変動対策とエネルギー転換 

気候変動問題について、主要先進国は、徐々に現実化し、かつ深刻化する気候変動の影響を回

避することだけでなく、気候変動対策を通じて、輸入化石燃料から国産のクリーンエネルギーに転

換しようとしている。また、これらを通じて、エネルギーの自給率の向上とエネルギー安全保障の確

保を目指すと同時に、脱炭素経済社会に対応した産業構造へと転換し、国内に産業と雇用を作り、

経済・地域の活性化を図ろうとしている。 

とりわけ気候変動対策の一つである輸入化石燃料のクリーンエネルギー転換に関する現状は次の

通りである。日本（2023年基準）は、一次エネルギー供給の80.8％を輸入化石燃料に依存しており、

G7では依存度は最大、エネルギー自給率は最低水準（12.6%、2022年基準）である。電力も、電源

構成の70％以上を輸入化石燃料に依存し、G7では最も高い依存度である。韓国（2023年基準）に

ついても、一次エネルギー供給の80％弱を化石燃料が占める。電力も、電源構成の60％強を化石

燃料が占める。両国ともに、他の先進国と比べて、輸入化石燃料への依存度が高い。 

ロシアのウクライナ侵攻で経験したように、海外で生じる何らかの要因により化石燃料価格が急激に

変動すると、両国の国内のエネルギー価格に影響を及ぼすだけでなく、国民生活や経済にも多大

な影響を与える。昨今の中東地域の情勢も鑑みると、両国のエネルギー供給はこうした地政学的リ

スクも抱えていると言える。 

こうしたエネルギー、特に電力の脱炭素化は、輸入化石燃料依存から転換することで両国のエネル

ギー安全保障の強化を促す。また、デジタル化に伴いデータセンターや半導体産業等は脱炭素の

電源の利用を要望しており、これらの産業の誘致にも必須の条件となっている。また、温室効果ガス

排出の削減が企業に対する資本市場、取引先からの評価を左右するようになった現状において、

電力の脱炭素化は、両国企業の企業価値の向上にも資する。 

 

エネルギーおよび電力の脱炭素化に向けた日韓協力方法の提言 

(1) 洋上風力の導入拡大に向けた連携 

日韓両国が今ともに拡大を試みているのが洋上風力である。日本は、2030年までに5.6GWの洋上

風力の稼働を始める見通しであり、2040年までに浮体式も含む3,000 万kW～4,500 万kW（30〜45G

W） の洋上風力の案件を形成する計画である。韓国は、2030年までに14.3GW、2038年までに40.7

GWの洋上風力の導入を計画している。風況の観点から九州北部海域や韓国南部海域もまた洋上
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風力発電事業の候補の一つであり、日韓が洋上風力事業において協力しやすい条件を兼ね備え

ている。 

一方で洋上風力事業は、開発から操業、設備の廃止まで50年超にもわたる事業である。従って、日

韓両国は長期的な視点にたって、連携した海域の調査、SEP（self-elevating platform）船や港湾の

相互融通、設備・部品の共同調達や、工事やOMにあたる人材の交流や融通などの相互連携により、

両国が直面する電力の脱炭素化を進めることを検討すべきである。そうした中で、将来は、欧州諸

国が北海において行っているように、洋上風力の開発や送電のための共同プラットフォームを設置

する、場合によっては、洋上風力を軸に両国間を送電線で結ぶという可能性も検討の対象にしても

よい。両国の洋上風力共同開発や電力融通は、双方の電力システムのレジリエンスを高め、両国の

連携のシンポルとなりうる。 

(2) アジア地域の脱炭素化支援における日韓連携 

アジア地域は、世界の約50％の温室効果ガスを排出する地域であり、日韓企業がサプライチェーン

と市場を持つ主要地域である。アジア地域の脱炭素化は、世界の温室効果ガス排出量を削減する

という観点からもちろん重要だが、日韓両国の企業にとって、そのサプライチェーン、バリューチェー

ンでの温室効果ガスの排出（スコープ3の排出）を削減するという観点からも、両国企業が持つエネ

ルギー効率の高い製品やクリーンエネルギー技術などの市場形成という観点からも、連携して取り

組むことができる分野である。 

従って、日韓両国がこれまで築いてきた開発援助の政策と実践を尊重しつつ、特にアジア諸国が抱

える気候変動対策をはじめとする地球規模課題への援助について、相互に連携し合うことを検討す

べきである。これらを通じて、両国企業の競争力の強化、並びに地域の持続可能な発展を同時に図

ることができよう。 

  



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．共同繁栄のための新たな日韓協力 
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日韓経済協力のビジョンと戦略 

 

1. 日韓経済関係を取り巻く環境と展望 

日韓経済社会摩擦の背景 

これまでの日韓両国間の経済社会的摩擦の背景には三つの面があった。一つ目は雁行型(flying g

eese)の発展がもたらす摩擦である。新興国が先発国の後を追って発展する際、先行企業から追上

げ企業への技術移転や流出は、いかなる国・企業間にも「一定程度は」発生する事象であり、米国

から日本、近年では日米韓のそれぞれから中国企業に対しても発生し続けている。ただし、これが

いかに普遍的な事象でも、当事者・当事国からすれば経済ナショナリズム2を含めた感情論を惹起し

やすい。 

二つ目は歴史的背景がもたらす摩擦で、多くは植民地支配に起因する。日韓の社会全体で解決し

て行く必要のある問題だが、旧朝鮮半島出身労働者問題（韓国では「強制徴用問題」と表記）に対

する日本企業の賠償を命じた韓国の大法院判決と、日本の韓国に対する半導体部素材の輸出管

理強化（韓国では、「輸出規制」と表記 ）は日韓両国の民間企業の予見性を失わせ、協力意欲を削

ぐ結果となってしまった。 

三つ目は経済構造の違いがもたらす摩擦で、貿易赤字と黒字はどこの国にも存在し、それぞれの産

業構造の変化と共に変化する可能性を持つ。しかしながら二国間貿易赤字を政治問題化しようとす

る勢力はどの国にも存在し、日韓間ではこれが歴史感情に結び付けられることが多かった。産業構

造に根差す事象はどの政策的な措置を取ったとしても、短期間で劇的に改善させることは難しい。 

さまざまな摩擦要因が、日韓双方で政治的に利用される過程で、ゼロ・サムではなく、Win-Winを目

指そうという議論が持ち上がっては消され、2023年春の両国首脳のシャトル外交の開始以降も摩擦

の火種は完全に消えたとはいえない。日韓の摩擦が複合的であるだけに、大きな政治枠組みでの

日韓関係の改善が続いたとしても、実際の経済構造変化のスピードは緩慢と想定すべきであろう。 

 

 
2 一国が経済活動で自国の利益を優先し、他の国の経済的干渉を最小化しようとする態度。 外国との貿易な

どで関税などの進入障壁を通じて海外労働、資本、商品などを統制し介入することを意味する。 
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両国が直面する経済社会の課題 

他方で、日韓の経済社会には、共通の課題が数多く存在し、年々深刻さを増している。ここに着目

すれば、両国間協力の潜在的な利益は大きく、その便益の大きさを両国間の経済協力の意義とし

て訴え続けていくことには大きな意義がある。具体的には以下の点を挙げる。 

 

(1) 人口動態の変化 

両国にとって共通かつ最大の経済社会課題は人口減少で、有効な手立てが打たれることなく問題

は益々深刻化している。 両国がこの人口減少のスピードを凌駕する生産性の向上を図らない限りは、

GDPの縮小から著しい国防力の低下、および国力の悪循環的低下に陥りかねない。人口減少がも

たらす国内経済規模の縮小問題を、これまで韓国は日本よりもうまく産業構造改革と輸出産業基盤

強化によって補ってきた。しかし、第2次トランプ政権の動向に関わりなく、今後も世界経済のブロッ

ク化が進むものなら、これまでの成功パターンはもう保証されにくい状況にある。 

 

(2) 地政学的緊張 

また、日韓両国は台湾海峡と北朝鮮の二つの大きなリスクを抱える北東アジアにおいて、安全保障

負担が高まっており、この負担が経済課題解決にとっての足かせになることの危惧もまた両国に共

通する。さらに、米中対立を起因とする世界経済のブロック化は、単なる貿易ブロックのみならず、先

端技術ブロックにまで波及しつつある。先端電子部品等の製造、そして販売はこうしたグローバルな

経済環境の変化の中で大きな岐路に差し掛かっている。 

 

(3) 中国経済の減速 

さらに日韓両国の最大の経済パートナーである中国の経済成長鈍化は、不動産価格調整による一

時的なもの、という従来の見方は姿を消し、構造的なもの、とする見方が主流となってきている。日韓

同様、中国も難しい人口オーナス（population onus）時期に突入しているからである。中国当局は経

済安全保障の顕在化から米国への輸出が難しくなることも想定し、むしろ国営企業と自国内のサプ

ライチェーン重視の姿勢をとっており、日韓共に中国事業は様々な見直しを余儀なくされつつある。 
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2. 日韓経済の収斂と新次元協力 

 

1962年の最初の経済計画以来、韓国の成長戦略は一貫して製造業輸出中心で、日本は長らくその

「キャッチアップ」対象であり、競争相手だった。この記憶から製造業、特にハードの最終製品シェア

騰落を「国家競争力」とみなす伝統的な経済ナショナリズム、例えば対日貿易赤字批判は韓国に根

強く、他方、韓国の「キャッチアップ」を許した日本の側にも資本財や部素材に代表される基礎技術

力の差を誇示する感情が最近まで存在した3 。しかしながら、近年では1）自由貿易体制そのものの

行き詰まり、2）製造業のパラダイムシフト、および3）日韓所得水準の漸進的な収斂の3つの現像が

浮上した。これにより、日韓は競争よりも共通利害の方を優先する方向に転じ、新次元の経済協力

を模索する時期に来ている。 

(1) 自由貿易体制の行き詰まりと通商協力 

韓国経済は工業製品の輸出に大きく依存してきた。1996年には23％程度だった対GDP比の輸出依

存度は2012年には46％に上がり、23年でも37％の高水準である。同時期、日本の輸出依存度も上

昇したが、9％から 12％、そして17％に上昇しただけだった。 

自国で垂直統合が進んでいた日本企業の産業再編は遅く、円高に見舞われる度に海外生産移管

と生産縮小が続き、米中の牽引する外需拡大機会を生かせなかった。これに対し、韓国は1997年の

通貨危機から輸出主導で経済回復に成功した。先進国の垂直統合が崩れ、国境を越えた適地生

産で巨大なグローバルバリューチェーン(GVC, Global Value Chain)が形成される21世紀型分業の発

展は国内の垂直統合度がまだ低かった韓国には大きな追い風となった。メモリー分野に集中して製

造力を上げ、高付加価値化した半導体はその象徴だった。 

だが、2020年代以降、世界の通商環境は急激に変化した。一つは自由貿易体制そのものが大きく

揺らいだことである。輸出依存度の高い韓国はWTOなど多国間主義を重視し、これを補完するもの

として関税中心の二か国間自由貿易協定の締結を急ぎ、ルール形成を目指すプルリ協定ではむし

ろ出遅れた。反面、日本は重要な海外拠点ネットワークを原産地規則などの共通ルールでカバーし

ようと、環太平洋経済連携(TPP)のようなプルリ協定を重視し、「経済的威圧」（Economic Coercion）

にもG7のような有志連合で対抗しようとしてきた。韓国がプルリ協定に関心を高めれば日本と協力す

 
3文在寅政権時の日韓関係悪化に際し、日本側がとった半導体部素材についての「輸出管理強化」は製造業

中心の競争に対する日本側の感情を率直に示すものだった。 
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る意味は大きく、日本にとっても通商グループ全体の交渉力強化につながる。 

もう一つの変化は経済安全保障や環境規制など様々な理由で、企業のサプライチェーンに関する

情報収集や共有が極めて重要となったことである。日韓大企業は日韓間だけでなく、グローバルに

事業を展開しており、経済安保規制が急速に増える米中はもちろん、炭素国境調整メカニズム（Car

bon Border Adjustment Mechanism, CBAM）など様々なサプライチェーンへの環境規制を強めるEU、

新興市場として重みを増すASEANなど、世界の主要市場で大きな取引を行っている。不確実性の

高い経済安保規制に対処し、環境への配慮を示す上でも相互信頼に基づく情報共有は欠かせな

い。対外依存度の高さから韓国の当局や大企業は優れた情報網を持つ。日韓の分業関係は既に

濃密で、官民の情報交換の機会を増やし、中小企業を含めた標準化などで協力すれば、実務的な

メリットは大きいだろう。 

 

(2) 製造業のパラダイムシフトと DX 協力 

第2次トランプ政権による恣意的関税政策は世界に衝撃と混乱をもたらしているが、製造業ではこれ

以前からデジタル化によるパラダイムシフトが急速に進行している。製造業のデジタル化（DX）は19

90年代には一定のサプライチェーン情報を管理する程度(DX1.0)だったが、2000年代には製造で

収益を上げることが困難となり、先進国の製造プロセスの外注化と新興国の製造受託企業が一気に

台頭した(DX2.0)。主導的企業は参照設計や標準規格といった技術力基盤のモノづくりにシフトし

（DX3.0）、2010年代に入ると、製造プロセスのデータ化が始まり、生産技術の一括請負事業者（ライ

ンビルダー）までが登場した（DX4.0）。2020年代には流通や企画で膨大な顧客データを持つ企業

の製造業参入（DX5.0）さえ出現した。EV自動車生産が示すように、デジタル化で製造業の参入障

壁は下がり、製造業のサービス化やプラットフォーム化は急速に進展している。  

この間、海外生産拡大ばかりが続いて国内の設備投資が停滞した日本の製造業はこうしたDX化の

進んだ最新工場が国内に少ない。また、標準化の遅れで国内に残った中小企業との情報共有も希

薄で、サプライチェーン全体の見える化が遅れてきた。日本はデジタル機器も、さらにはコンピュー

タサービスなど専門サービスも揃って貿易赤字で、製造業のデジタル化により、企業は地政学リスク

など国境リスクに脆弱となっている。 

一方、韓国は行政サービスなどデジタル社会でも、製造業現場でのロボット投入でも世界のトップク

ラスだが、製造業全体のDXは相対的に劣後している。韓国が得意としてきた効率的な大量工業製

品生産では急速にDXが進み、豊富なデータを有する中国との競争が急速に困難となっている。 
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米中はもちろん、EUと比較しても、日韓は市場規模からデータの量に限界があり、データ駆動型の

モノづくりにハンディを負う点が共通する。日本は標準化の遅れと共にプラットフォーム事業者の立

ち上げが遅れ、韓国は狭小な国内で閉じたプラットフォームの寡占化4が進んでしまった。 

自前主義での技術開発に執着し、コア技術の切り出しができないまま、パラダイムシフトに遅れた日

本と、その弱点を突いてグローバルなサプライチェーンの立ち位置を確立してきた韓国との関係は

自由貿易協定（FTA）さえないことに象徴されるように、微妙な関係が多々ある。欧州のような製造ソ

リューションやデータ連携の標準化は簡単ではないが、ひとまず製造業DXに資する人材の育成や

リスキリングの推進、製造業支援に当たるプラットフォーム事業者間の協力、知的財産専門家の交

流は信頼構築に向けて大きな意味があろう。 

 

(3) 日韓経済の収斂と課題解決型協力 

韓国の一人当りGDPは購買力平価(Purchasing Power Parity, PPP)では2015年に、名目レートでも20

22年には日本を凌駕し、キャッチアップは完全に完了した（IMF統計による）。しかしながら、日韓は

既に潜在成長力自体の低下に直面し、①イノベーションの推進、②持続的成長の追求、③エネル

ギー・食糧安保の確保、④労働力不足への対処、⑤農業や地方経済再生など、多くの共通課題

への対応を迫られている。政治とビジネスの切り離しが新次元で進めば、地理的近さや文化・生活

様式の近さ、言語障壁の低さなど、自然な貿易パートナー(Natural trading partner)として、日韓の市

場統合のポテンシャルは大きい。例えば韓国では通貨危機後の対日文化輸入解禁が大きな社会

的な議論を生んだが、日本は有力市場を提供し、日韓間でコンテンツ産業のバリューチェーン(Valu

e Chain、VC)が形成され、韓国のコンテンツ産業は飛躍的に発展した。 

韓国が製造業輸出とこれを主導する大企業主体の成長戦略に執着する限り、双方にとって市場で

も生産拠点でもない日韓の協力には限界がある。しかし、両国が市場構造と向き合い、競争時代の

ゼロ・サムではなく、課題解決型のプラス・サムを志向し、双方とも縮小する国内市場のパイを広げる

観点に立てば新しい展望が開ける。課題解決に向けては一定の競争があるからこそ、協力を通じて

生産性向上やイノベーション促進を享受することが可能となる。また研究開発の促進や規制緩和で

も知見を共有する意義が大きい。限りある人的資源に基づいて中国との競争で生き延びるためには

日韓とも戦略的な基礎研究、強みを生かした応用研究や商品開発などで協力する必要があるから

 
4 韓国の国内市場はネイバーなど国内企業の支配力が強く、Google、Amazon、Apple、Meta といった米系プ

ラットフォーム事業者の影響力が極めて乏しいガラパゴス型のデジタル社会が形成されている。 
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だ。また、韓国の労働市場改革や、日本のDX推進のように政策アジェンダでありながらその進展の

速度が遅く、潜在成長力を下押ししている分野もある。ここでは規制緩和のサンドボックス情報など

知見を共有し、改革競争を促進する必要がある。医療・介護や教育、社会サービス、農業や地方経

済再生なども多くの共通、或いは「似て非なる」課題を抱える。 

ここで例えば韓国は内需制約にもかかわらず、ユニコーン企業（評価額が10億ドル以上で設立10年

以内の未上場ベンチャー企業）を多数輩出している。課題解決に向けて起業を促進できれば、日本

は起業支援政策のスピード感や柔軟性、国際事業の支援策などの知見を韓国から得られ、他方、

韓国は経験のない高齢化に立ち向かうために日本から先制的アイデアを得て社会サービスの起業

につなげられるだろう。さらに出生率反転にはジェンダーへの取り組みが不可欠で、日韓とも大企業

には男性の育児休暇取得の活性化などその先頭に立つことが期待される。ここでも前向きな競争が

必要だ。 

もう一つの方向性は共通利害に向けた協力で、エネルギーや食料自給率の低さから来るコストの削

減やリスク回避が挙げられる。日韓はエネルギーや食料自給率が極めて低く、地理的にも輸送コス

トの高さに直面する。例えば二酸化炭素回収であれ、水素転換であれ、島国の日本はもちろん、韓

国も北朝鮮の地政学リスクはむしろ加重の一途、ロシア制裁や中国との関係悪化で地理的な孤立

が存在する。特にエネルギーミックスの点では日韓とも再生エネルギーへの取り組みは盤石ではな

く、原発回帰は容易ではない。 

一方、自動車産業が早くから水素を重視したこともあって水素への関心の高さは共通する。各国が

水素戦略を次々と発表する中で海上輸送の比重が高いことが欧州の主導する基準で不利にならな

いか、また、原材料供給、生産設備、貯蔵、輸送などのバリューチェーンの組み方にも共通の関心

がある。また、炭素排出量が多くコストも高い海上輸送を効率化するために船舶を共有するなどのア

イデアが既に浮上している。 

日韓間には歴史認識など国民感情に結び付きやすい問題が多々存在し、解決は容易ではない。

民主主義体制の下にあればこそ、政治が国民感情に左右される構造も変えにくい。しかしながら、

少なくとも経済面ではもう一つの体制共有、即ち感情とは別の市場の論理、効率性の論理が存在す

る。近隣において経済的収斂を達成した国の登場は日本にとっては初めての経験であり、これまで

の「上から目線」での経済協力ではその果実から多くを裨益することはできない。他方、経済的収斂

は韓国にとっても国民感情や道徳論、問題の政治化で経済協力を当然のように要求する「下から目

線」が通用しなくなることを意味する。韓国の経済的収斂を共通資産とし、双方が果実を得るには官

民挙げての、つまり国民全体での努力が必要であり、それ自体が関係成熟のプロセスとなると相互
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に自覚するべきである。 

 

3. グローバル経済秩序の変容と日韓経済関係 

 

米国の自国中心の保護主義と対中デカップリング政策は、日本と韓国にサプライチェーン協力とい

う新たな「協力機会」を生み出している。2021年1月に発足した米バイデン政権は、第1次トランプ政

権と同様の文脈で、先端半導体を中心とした対中輸出規制の強化、 CHIPSおよび科学法 (CHIPS a

nd Science Act)とインフレ削減法（IRA、Inflation Reduction Act）の制定を通じて、半導体および電気

自動車（EV）・バッテリー産業の育成など、中国を念頭に置いた自国中心の産業政策を堅持した。2

025年1月発足した第2次トランプ政権の対中デカップリング政策および自国中心の産業政策（関税

政策）はさらに強化されている。 

(1) 日韓の対中依存度 

韓国は日本に比べて中国への輸入依存度が高く、バッテリー用の鉱物や希土類といった重要鉱物

分野では、日韓ともに中国への依存度が非常に高い状況にある（表1および表2参照）。これは、日

韓両国には、中国による経済的威圧に対する共同対応として、サプライチェーンの安定化に向けた

協力および重要鉱物資源分野でのサプライチェーン協力案を具体化する必要があることを示唆して

いる。 
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(2) 米中の覇権競争と日韓経済 

日韓両国は潜在経済成長力を高め持続的な経済成長を実現しなければならない共通課題に直面

している。2022年5月、フランス国際経済研究センター(CEPII)は、2035年頃日本が第3位の経済大

国の座をインドに譲り、第4位に後退すると予測した。しかも、2023年4月のIMFの予測ではその時期

が2027年に前倒しされ、2023年には円安効果で日本のGDP経済力がドイツに逆転される事態も生

じた。韓国の場合、現在はGDP規模で第12位を維持しているものの、2030年には第16位に下がると

見込まれ、その後も15位〜16位にとどまるなど、グローバル経済ランキングで10位圏に入ることは困

難であるとの見通しが示されている。日韓両国は、人口構造の変化（少子化および地方消滅問題）、

米中技術覇権競争の激化によるグローバルサプライチェーンの再編、国際情勢の不安定化に伴う

エネルギー・資源の安全保障、さらには2050年のカーボンニュートラルの実現など、共通の課題に

共同で対応し、持続可能な経済成長を実現する必要があることを示唆している。 

2023年3月日韓首脳会談の再開を契機に、両国の経済関係が貿易と投資を中心に大きく回復され

るのではないかという期待もあったが、韓国側からみれば、なかなかその成果は見られない。日本は

<表1. 韓国の対中/対日輸入依存度分布の比較(2023年)> 

 対中輸入 対日輸入 

品目数 1) 
構成比 

(品目数基準) 

構成比 

(輸入額基準) 
品目数 1) 

構成比 

(品目数基準) 

構成比 

(輸入額基準) 

90% 以上 148 11.3% 18.1% 21 3.7% 3.8% 

80∼90% 109 8.3% 17.6% 20 3.6% 3.3% 

70∼80% 146 11.1% 10.4% 15 2.7% 7.7% 

60∼70% 141 10.7% 10.2% 21 3.7% 5.8% 

合計 1314 100% 100% 562 100% 100% 

注: 1) 2023年に中国と日本から1,000万ドル以上の輸入実績があった品目（中国：1,314品目、日本：562品目、HS6コ

ード分類基準）を対象とした。 

出所：：韓国貿易協会。 

<表2.  韓国と日本の重要鉱物の対中輸入依存度比較（2023年）> 

鉱物資源 
韓国 日本 

品目 対中依存度 品目 対中依存度 

リチウム 
酸化リチウム 99.7% 酸化リチウム及び  

水酸化リチウム 
85.9% 

水酸化リチウム 79.6% 

天然黒鉛 
塊状黒鉛 92.6% 粉末または 

フレーク状のもの 
89.5% 

土状黒鉛 93.9% 

希土類 

テルビウムグループ 99.6% 酸化イットリウム 78.2% 

エルビウムグループ 97.4% 酸化ランタン 99.5% 

イットリウム 95.4% その他のもの 83.4% 

出所：対外経済政策研究院（2024） 
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韓国にとって3大輸入相手国であり、4大輸出相手国であると同時に、韓国は日本にとって3大輸出

相手国であり、7大輸入相手国となるほど、日韓両国は互いに非常に重要な貿易パートナーである。 

それにもかかわらず、韓国の対日貿易額は、2011年に1,080億ドル（輸出397億ドル、輸入683億ドル）

をピークに持続的に減少し、2024年においても停滞から脱却できなかった。韓国の全貿易額で日本

が占める割合は、中国がWTOに加盟した2001年以降、一貫して減少傾向があり、輸出の場合、200

1年には11.0%をピークに、2023年には4.3%にまで下落し、輸入の場合でも、2004年の20.6%をピー

クに、2023年には7.4%にまで下落した。 

特に、過去に韓国政府が重点を置いていた日本企業の対韓直接投資の誘致は、日韓関係が正常

化したにもかかわらず、依然として2010年代前半の活気を取り戻せていないように見える。特に、新

型コロナウイルスのパンデミックと米中間の覇権競争の激化が重なり、2020年以降は日本企業の対

中国および対韓国の直接投資の減少が同時に進行しているように見られる。 

このような推移は、日韓の経済関係が外交関係から自由ではないことを示す一方、韓国の経済成長

により垂直的分業関係を基盤としてきた両国企業間の競争・協力関係が本質的に変化していること

を示唆する。つまり、日韓の貿易を活性化させる政策支援と新しい協力が求められているのである。 

< 図1. 韓国の対日経済関係 > 

[韓国の輸入相手国としての日本の比重] [日本の対韓海外直接投資の推移] 

 
 

出所：韓国貿易協会およびJETRO 

 

４．提言 

(1) 共同ビジョンと人的交流の拡大 

日韓では共通課題を踏まえた上で、両国の産業界でなかなか進めることのできない個別の協力プロ
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ジェクトを地道に継続していくことに重点をおくべきである。そもそも、現実には両国間でのビジネス

関係は現在でも極めて平和的に行われているものも多く、ヒト・モノ・カネの交流も一定水準にある。

二か国間の貿易収支を政治化させることなく、ビジネスの拡大を目指せば自然に経済社会の紐帯

の強化に繋がり、人的交流が増え、それがさらに次のビジネスの拡大を産むと考えられる。無理な

（政治的な）プロジェクトの立ち上げではなく、特に若い世代を中心とした両国間の人的交流ベース

の拡大を図ることは有益であろう。 

日韓両国が共通の視点を持つ上では両国の経済人同士が一緒になって共同の経済ビジョンを作

成することを提案する。対日、対韓感情も、かかる継続的対話と交流が変化をもたらしていく可能性

も持っている。共同のビジョンを持つことにより、両国間の協調で得られる利益実現に向け、逆算で

それが実現されるためにはどんな両国経済社会にならなければいけないのかを考えることができる。

そしてその主体は、若い世代にリードされるべきである。特に両国を代表するであろうスタートアップ

企業のリーダーに、既存の大企業経営者の発想から解き放たれた新しい議論を期待したい。 

 

(2) サプライチェーン分野における日韓協力 

中国の経済的威圧によるサプライチェーン断絶リスクを緩和するためには、日韓二国間のサプライ

チェーン協力のみでは不十分であることを踏まえ、米国が主導するIPEFのような多国間のサプライ

チェーン協力枠組みを活用することが望ましい。2023年11月のIPEF閣僚級会議では、サプライチェ

ーン協定（IPEF Agreement relating to Supply Chain Resilience）に署名（2024年4月発効）し、2024年

7月には韓国がIPEFの三つの実施機構の一つである危機対応ネットワークの初代議長国に選出さ

れた。しかし、2025年1月のトランプ米国政権発足により、バイデン政権が主導したIPEF構想の行方

には不確実性が露呈している。それにもかかわらず、韓国政府はIPEF危機対応ネットワークの議長

国としての経験を十分に活かし、IPEFのサプライチェーン協力プログラムを維持するとともに、後続

プログラムを日本と協力して開発する必要がある。 

政策手段は大きくMSP(Minerals Security Partnership)のような米国主導の多国間協力機構の活用と

日韓の二国間協力に大別できる。まず、第2次トランプ政権の発足後、MSPの行方についてはまだ

確定していないものの、2024年7月からMSPの議長国を1年間務める韓国政府としては、MSPの各

種フォーラムを活用し、第三国において日本と共同で重要鉱物開発事業を推進する方策は有効で

あると考えられる。日韓二国間協力は、関連政府機関間の政策対話、資源外交、政府系機関の活

用など、多様な政策手段が想定される。この中でも、日韓両国の政府系機関、すなわち、鉱物資源

の開発を担う韓国の韓国鉱害鉱業公団(KORES, Korea Resources Corporation)や日本のエネルギ
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ー・金属鉱物資源機構（JOGMEC, Japan Organization for Metals and Energy Security）、そして政策

金融機関（韓国輸出入銀行、JBIC、韓国貿易保険公社、NEXI）を活用した第三国での鉱物資源共

同開発事業は2010年代初頭の経験を活かし、再推進する方策を検討する必要がある。 

さらに、最近、両国政府が重要鉱物のリサイクル政策を積極的に推進している点を踏まえると、政府

間の政策対話を通じて、リサイクル政策の具体的な内容（性能評価、安全管理、制度・インフラなど）

に関する相互ベンチマーク可能な分野を探り、EUのリサイクル規制に対する共同対応策を模索す

ることも有意義な協力アジェンダと言える。 

 

(3) 日韓 FTA の締結·韓国の CPTPP 加入 

現在、日韓間にハイレベルの自由貿易協定（FTA）は締結されていない。日韓両国は2003年12月に

二国間FTAの交渉を開始したものの、2004年11月の第6回交渉を最後に頓挫した。2020年12月に

は日韓両国がRCEPに参加したものの、RCEPの実質的な日韓間の貿易自由化率は80％程度と低く、

他の分野における市場自由化率も低いため、21世紀型のFTAとは言い難い。これは、日韓両国政

府が資本力と技術力を融合し、経済的なシナジー効果を創出し、自国の経済成長の潜在力を引き

上げるにはハイレベルの自由貿易協定が必要であることを示唆している。 

現時点で韓国政府が選択できる日本とのハイレベルの自由貿易協定の締結は、日韓二国間のFTA

の締結、または韓国のCPTPP加入である。2003年当時、日韓FTAに関する産官学共同研究では、

日韓FTAを締結した場合、韓国のGDPはむしろ減少（-0.07%）するという結果が報告され、韓国にと

っての日韓FTAの経済的効果がプラス（0.06%）に転じたものの、依然として限定的な水準にとどまっ

ている。一方、韓国のCPTPP加入による経済的効果は、実質GDPが0.33～0.35%増加する（2022年

3月の韓国政府のCPTPP公聴会資料）とされている。米国第2次トランプ政権のIPEFのサプライチェ

ーン協定に対する立場が不明な中、日本を中心とするCPTPP加入国が中国の経済的威圧や市場

歪曲的な慣行への対応、サプライチェーン強靭化などに重点を置き、協定文の改訂を推進している

ことに着目すれば、韓国のCPTPP加入は IPEF サプライチェーン協力の維持といった観点からも意

義が大きいだろう。 

  

（4）日韓スタートアップのプラットフォーム設置 

イノベーションとその推進役となる日韓スタートアップは双方の優先分野である。規制緩和などを通

じた市場創造、投資環境の整備、アイデアを持った人材の還流などでスタートアップの生態系を整
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備し、日韓市場の統合を促す意味は大きい。 

韓国はスタートアップ支援で先行したが、政策に依存することから来る政治リスク、進まない規制緩

和と国内市場の制約、出口戦略も国外に依存するなどの課題を持つ。一方、デジタル化で大きく立

ち遅れた日本はデフレ脱却への努力と共にスタートアップへの関心がようやく高まってきた段階であ

り、最初から海外事業を志向する韓国の開放性、事業速度、試行錯誤を経た資金調達手法など、

日本が学べることは多い。また韓国にとっても競争の激しい米国や中国、不確実性の高い東南アジ

アや中東などに比べ、課題解決型事業機会が多く、大きなコーポレートベンチャーキャピタル（Corp

orate Venture Capital, CVC）や総合商社の投資ネットワークが期待できる日本市場の潜在性は大き

いだろう。 

大学を含む起業支援サービス関係者の情報交換、スタートアップ企業の成功事例比較、シリコンバ

レーやシンガポールなど第三国での交流を含む企業や人材の交流促進、滞在要件や入国審査要

件の緩和による大企業や大学のスピンアウト、若年層、女性、それにシニアなどの人的交流はアイ

デア促進につながる。また、医療・介護、農業、教育、気候変動・防災など、切迫した共通課題には

市民団体の取り組みも多く、スタートアップ活性化に向けた情報共有のプラットフォーム形成が期待

される。 

 

(5) エネルギー・環境協力の推進 

エネルギー面で日本は、原料調達から供給までの安定化と省エネ推進の2本立てで取組んでいた

が、近年、購買力の低下や前述のような地理的不利に直面し、再エネを含めたコスト削減が急務で

ある。他方、韓国はエネルギー多消費製造業を安価な電力供給で支援する従来の方法が限界に

達し、輸出競争力を維持するためにも国際的な環境規制に能動的に対応する必要がある。隣国で

相対的に地震などの災害が少なく、電力使用のピークにズレがある日本と韓国では電力融通が提

起されたこともある。ただ、現段階では、共通利害が目に見え、定まった国際基準もなく、技術の不

確実性が残る水素などでの協力を元に相互信頼を構築しながら進めることが現実的であろう。 

この分野では日本が展開してきた「アジア・ゼロエミッション共同体（Asia Zero Emission Community, 

AZEC）」への韓国の参加、基礎研究を含む水素グローバルバリューチェーン(GVC, Global Value C

hain)の形成、標準化協力、共通市場の需要展望作成などが提言できる。水素は未来技術であり、

世界標準の主導力はサプライチェーン（生産、貯蔵、輸送、利用）の効率性に左右される可能性が

高い。日韓は自動車・造船といった輸送機械、化学分野でのリード企業を擁しており、欧米や中国と

の競争に伍して行くためには信頼関係に基づく戦略資材の共同開発、輸送船の共同使用などを通
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じて協力を試せることも多い。エネルギーのような戦略分野では研究者・技術者、知的財産などの専

門家育成や交流で基礎研究を推進することも共通利害といえよう。 

 

（6）農業再生・地方経済再生 

地方再生も日韓の戦略アジェンダである。地方経済の疲弊は農業基盤の崩壊や国土の荒廃を招き、

他方で首都圏の地価高騰や混雑、環境劣化などの問題を引き起こし、内需を下押し、さらには国境

線の安保にまで直結する。 

内需主導型だった日本は地方経済再生に向けて膨大な予算を投入し、多くの失敗を経てきたが、

農業再生を通じたフードテックや伝統文化・産業の維持がインバウンド観光の伸びを支えてきた面

はある。日本では高齢化社会維持に対応するための特例型規制緩和がタクシーなどのモビリティや

金融、医療サービスなどで行われ、多くの社会実験で韓国に先行している。規制緩和の土台となる

様々なデータや情報プラットフォームが整備されれば韓国にとっては高齢化対応の遅れをカバーし、

日本はデジタル化の恩恵を期待できるだろう。 

スマート農業、フードテック関連、再エネ（バイオマス発電等）も日韓が比較的取組みやすい分野か

もしれない。これらの分野における共同基礎研究や実験は地域大学の再生にも資する上、農業者

や農業転入者、地域医療や介護者のリカレント（recurrent) 教育などでも人的資源向上に期待できる。

地方経済は日韓とも既に外国人労働に依存する面が増えており、こうした分野を通じて外国人に安

全で働きやすい環境を整備することも日韓の共通利益といえよう。 
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科学技術による日韓協力の新しい地平 

 

 

日韓両国が国家戦略技術分野で協力すれば、大きなシナジー効果が得られるだろう。主要各国は、

新興・重要技術（Critical and Emerging Technologies, CET）とサプライチェーンの確保を国家戦略の

中核に位置付けており、有志国（like-minded countries）同士では、技術・経済・安全保障のブロック

化傾向が強まっている。これは「科学技術主権」が国家の成長の推進力に直結することを意味する。 

中国は「中国製造2025」という政策を通じて、重要技術・サプライチェーンの内製化および自立化を

目指しており、6G通信など未来技術分野でも自国主導で国際標準化を進めている。日本も経済安

全保障担当大臣の新設とともに、5,000億円規模の経済安全保障基金を設け、重要技術別の国家

戦略を強化している。韓国は12大戦略技術を選定し、具体的なロードマップを策定し、技術レベル

と人材育成規模を予測・管理している。日本と韓国の国家戦略技術分野は非常に類似しているの

で、協力を通じて世界をリードすることができるだろう。協力分野としては、例えば、前述の水素分野

における協力に加え、バイオ分野でもデジタルとバイオの融合人材の育成などが挙げられる。また、

国際標準化の議論に日韓が共に参加することは、科学技術の競争力の向上につながる。 

(1) 日韓の科学技術協力の推移 

日韓両政府間の科学技術協力は、1985年に締結された科学技術協力協定に基づき、活発な交流

の場となった「日韓科学技術協力会議」が2011年以降中断された後、2019年以降には「日中韓科学

技術大臣会合」も中断された経験を有している。幸いにも、2023年3月の日韓首脳会談を契機に日

韓関係が回復し、科学技術協力が協力のテーマの一つとして浮上した。2023年5月の日韓首脳会

談では、宇宙、量子、人工知能（AI）、デジタルバイオ、未来素材などの先端科学技術分野における

共同研究と、半導体のサプライチェーン構築に関する具体的な合意が行われた。2023年8月の日米

韓首脳会議（キャンプ・デービッド合意）では、半導体、バッテリー、エネルギー安全保障、バイオ、

重要鉱物、AI分野における三か国間協力が具体的に言及され、国立研究機関を中心に人材およ

び研究協力の推進が合意された。さらに、2023年11月のAPEC首脳会議期間中、 コンドリーザ・ライ

ス(Condoleezza Rice)元米国務長官のインタビューでは、水素分野、中でも水素自動車とスタートア

ップ分野における協力が言及された。2024年の日韓首脳会談でも科学技術分野における協力につ

いて合意がなされた。 

2023年3月の日韓関係の回復以降、政府レベルにおける科学技術協力の議論も活発化している。



 

  57  

同年12月には、12年ぶりに韓国の科学技術情報通信部と日本の文部科学省の間で閣僚級会談が

開かれた後、次官級会議では、宇宙、デジタル、地震対応、使用済み核燃料分野における協力案

について議論が始まった。2024年6月には、韓国の産業通商資源部と日本の経済産業省間の閣僚

級会談で、国際的なクリーン水素サプライチェーンの構築協力を拡大するため、「クリーン水素・アン

モニアサプライチェーン開発ワーキンググループ」を新設し、「日韓水素・アンモニアサプライチェー

ンおよび活用協力プラットフォーム」を発足させ、民間レベルでのクリーン水素協力を拡大していくこ

とで合意した。また、韓国政府が主導する「無炭素エネルギー・イニシアティブ（Carbon Free Energy, 

CFE Initiative）」を通じた日韓協力にも合意がなされた。 

(2)日韓科学技術協力の方向性 

科学技術協力において最も重要なのは人材交流である。人材は技術開発の中核をなすものである。

新たな技術は時間が経つにつれて他の技術に取って代わられる可能性があるが、革新的な技術を

創出する人材は、持続可能な競争力の源である。日本と韓国は、グローバル人材の誘致および育

成において相互に協力することができる。共同研究所の設立と日韓共同専攻の設定などを通じて

人材交流を活性化させることも可能であり、さらに複数の大学の共同授業のような実質的な協力事

例を国家レベルで拡大することもできる。そのためには、交流のための奨学金を大幅に拡充すること

が必要である。 

次に、今後取組むべき課題についての議論を深める必要がある。例えば、水素は将来の重要なエ

ネルギー源であり、製造業強国である日韓両国にとって重要な資源である。気候変動の危機を製造

業大国である両国が共に克服するという意味において、水素エコシステムを共同で構築することは

極めて大きな意義がある。ヨーロッパのように電力網を共有していない日韓両国が、長期的な協力

を通じて水素のサプライチェーンを構築することは戦略的に非常に重要と言える。また、他の再生可

能エネルギー関連分野においても協力の可能性がある。2023年の日韓首脳会談では、未来志向

的な日韓関係を構築するために、日韓未来パートナーシップ基金に関する合意がなされた。この基

金を活用し、両国のスタートアップおよび科学技術分野における人材交流を促進し、両国が未来志

向の価値を創出するように努力すべきである。 

(3)提言 

科学技術は日本と韓国を結びつけ、お互いに共通の目標を設定し、未来志向的な関係へと発展さ

せる重要な架け橋であり、触媒の役割を果たすものである。これに基づき、日韓科学技術協力の持

続性を確保するために、次のような具体的かつ体系的な提言を提示する。 



 

  58  

第一に、日韓両国が共同で支援し、運営・管理する「共同研究所」を設立することを提案する。すで

に半導体、バッテリー、次世代モビリティ、ロボットの分野において、両国は世界をリードしている。こ

のような中核分野における共同研究所の設立は、最新技術と研究成果を共有し、研究者間の協力

と交流を活性化するための基盤となるだろう。また、今後その重要性がさらに高まると予想される量

子、人工知能（AI）、バイオ分野においても共同研究所を設置し、新技術を創出し実証研究を進め

ることによって、実際の産業現場で応用可能な革新的な技術の開発に寄与する必要がある。 

第二に、両国政府および民間が共同で基金を創設し、科学技術分野の高校生、大学生、大学院生

などを対象とする奨学金制度を拡大すべきである。米韓の事例が示すように、政府主導による奨学

金は、毎年の人的交流を活性化させ、優秀な人材の育成に貢献してきた。 

日本と韓国もまた、奨学金および研究支援基金を短期予算に依存した事業ではなく、基金創設とい

う形で持続性を確保することで、両国の学生がお互いの国で授業を受け、学位を取得し、共同研究

に積極的に参加できるための基盤を整えるべきである。これらを通じて、共同研究の活性化と人材

交流の長期的な発展が期待できよう。 

第三に、既存の日韓科学技術協力会議（1985年開始）および日韓産業技術協力財団（1992年設立）

など、様々な政府および関係機関の協力体制を拡大・発展させる必要がある。そのため、日韓政府

間の政策対話を定例化し、技術開発、人材育成、投資、知的財産権の保護および国際標準の議論

など、詳細分野に特化した複数の協議体（sub meeting）を新設することで、常時コミュニケーションと

情報共有の体制を構築することが可能となる。このような協議体の運営は、具体的な協力事業の企

画および実行において効率を最大化し、両国の科学技術戦略を緊密に連携させることに寄与する

と期待される。 

最後に、カーボンニュートラルおよび人工知能（AI）の分野は、日韓両国が未来技術および環境分

野においてリーダーシップを発揮し得る戦略的領域であり、協力の幅と深さをさらに拡大する機会を

提供する。AI分野においては、単なるソフトウェア産業に関する協力を超え、先端ハードウェアと半

導体関連技術分野での協力も推進する必要がある。両国が共同で半導体の設計、プロセス技術お

よび生産体制を開発すれば、次世代AIハードウェアの競争力向上とともに、国際技術標準の策定

においも主導的な役割を果たすと考えられる。また、6Gなどのような新たな通信システムにおける技

術標準化に協力し、宇宙分野においても継続的な共同関心と研究を通じて、未来の宇宙産業の発

展に貢献することが可能である。 

カーボンニュートラルの側面では、エネルギー集約的な産業である鉄鋼分野において、両国が共に
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協力を前進させることができる余地はある。例えば、鉄鋼製造過程で既存の高炭素排出工程を水素

還元工程に転換する研究と実証事業を共同で推進することで、環境負荷を画期的に低減する技術

開発に寄与することができる。さらに、炭素回収と利用（Carbon Capture, Utilization and Storage; CC

US）技術に関する共同パイロットプロジェクトを実施し、二酸化炭素を効果的に回収し貯蔵・再利用

する技術を開発することができれば、両国は国際社会において模範的な事例を提示し、カーボンニ

ュートラル実現に向けて主導的な役割を果たすことができるであろう。 

このように、日韓の科学技術協力は、共同研究所の設立、持続可能な奨学金および研究支援基金

の整備、既存の協力体制の拡大発展、そしてカーボンニュートラルとAI分野での先導的な協力など、

多角的なアプローチを通じて、両国の技術競争力を一層強化し、国際社会における主導的地位を

確立することができるであろう。これらの提言を体系的に実行することにより、日韓両国は未来志向

的なパートナーシップをさらに強固にし、グローバルな革新および持続可能な発展に貢献する模範

的な協力モデルを構築していくことができると考えられる。 
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少子高齢化に対する日韓の政策的対応 

 

日韓は共に急速な少子高齢化と人口減少という挑戦に直面している。日本の合計特殊出生率は、1

970年代から人口を一定に維持可能な人口置換水準(replacement level fertility)を下回り低下を続

けている。未婚率の上昇も著しい。1970年頃には5％を切っていた生涯未婚率は2020年では男性3

0％程度、女性20％程度にまで上昇している。また、最近ではコーホート合計特殊出生率も人口置

換水準を下回っており、晩産化によるキャッチアップ効果も十分に期待できない状況にある。 

日本の少子化には地域差がある。大都市圏を含まない東北地方の県では、出生率の低下・人口流

出いずれも激しく、消滅可能性都市の割合は高い。一方で、東京圏の都県では、出生率は低いが

社会増減率がプラスで大きく、消滅可能性都市の割合は少ない。日本の少子化は、将来にわたり持

続的に人口を減少させる。65歳以上人口も2040年代から減少するため、それ以降、経済や雇用の

面で高齢者に頼ることが難しくなる。また、高齢者人口が減少したとしても高齢化自体は持続的に進

行するため、現役世代の負担が解消されることはない。 

韓国はさらに深刻な状況にある。1960年代の日本の合計特殊出生率は2程度であるのに対して、韓

国は5程度と韓国が圧倒的に高かった。しかし、2000年代前半に日韓の水準が逆転し、2023年では

日本が1.2であるのに対して韓国は0.72となり、韓国の低下傾向が際立っている。こうしたことを背景

として、韓国の人口減少の程度は現在日本よりも弱いが、将来的には日本を上回る。 

また、日本では現役世代の高齢者負担も今後さらに強まるが、韓国では将来的には日本よりも負担

の程度が強くなる。65歳以上人口に対する15-64歳人口の比率（潜在扶養指数）を見ると、2022年で

は日本2.05、韓国4.06であるが、2070年には日本の1.35に対して韓国は1を下回る。すなわち、将来

においては、韓国では現役世代よりも高齢者の人口の方が多くなり、社会的および経済的な負担が

更に大きくなることを示唆する。 

 

(1) 人口動態への政策対応 

こうした状況において少子高齢化および人口減少に対応するためには、日韓とも「少子高齢化・人

口減少を前提とする政策」と、「少子高齢化・人口減少を抑制するための政策」という二本柱で対応

していくことが望まれる。後者については、出生率を上昇させるための少子化対策と移民の受け入

れが対象となるが、ここでは少子化対策について論じる。 
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日本の少子化対策の実施状況は以下の通り十分だとは言えない。まず、児童手当のような使途が

決められていない給付については、効果が限定的になる可能性がある。このため、子育て費用の負

担軽減に直結する教育費負担の軽減のような、より具体的で実感できる施策に注力する必要がある。 

また、ジェンダー平等に対しても包括的な取り組みが行われているとは言い難い。男性の育児休業

取得割合の向上やワークライフバランスの推進にとって、性別役割分業意識を弱め、ジェンダー平

等の文化を進めることは必要不可欠である。これには、文化的な変革が必要である。さらに、若者の

婚姻率を上げるための支援は十分でない。年齢が上がるほど妊孕力は下がることを考えると、今日

の晩産化社会においては、平均的に一生涯で十分な出生水準（希望出生率1.8や人口置換水準2.

07）を達成することは難しい。 

少子化における主要な要因が有配偶率の低下であること（すなわち晩婚化が晩産化の主因になっ

ていること）を踏まえると、若者の婚姻率を上げることは少子化を克服するために極めて重要である。

 他方で、少子高齢化・人口減少を前提とする政策も同時に進めて行く必要がある。特に、少子化対

策の効果には不確実性を伴い、また効果があったとしても即効性はないため、少子高齢化・人口減

少が生じても経済成長を達成できるようにするための施策の重要性は高い。 

これについては、供給側では労働力不足の解消、生産性の上昇、科学技術の進歩が、需要側では

付加価値の高い商品・サービスの開発・販売、需要層の拡大、販路の拡大などが主要課題として挙

げられる。 

 

（2）少子化対策を巡る日韓協力の意義 

日韓が少子化·人口減少問題に共同対策を模索する上で、意義が大きいと考えられる点は以下の

通りである。 第一に、若者の結婚支援がある。非嫡出子の割合が低く、結婚が出生の前提条件とさ

れる文化が強い日韓では、有配偶率が出生率に及ぼす影響は大きい。しかし、出生に大きく貢献

する若者の結婚件数や結婚意欲は低下傾向にある。ただし、ここで注意を要するのは、国が価値観

を押し付けるのではなく、あくまで個々人の価値観に基づく必要があるということである。国が個々人

の価値観に踏み込むと、個々人の幸福度が逓減し、逆に少子化を加速させる可能性もあると考えら

れるからである。これには文化的変革を伴うが、日本で進みつつある結婚・出産などについてのライ

フプランニングが一つの有用な方法であろう。こうした点を踏まえた上で、ライフプランニングのような

方法についての検討や協議を日韓共同で行っていく意義は大きいと考えられる。 
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第二に、少子化対策に対する社会的なニーズの掘り起こしについてである。日韓ともに、子育て支

援について、ユニークかつ斬新な視点に基づく政策の余地は残っているように思われる。例えば、

日本では学校外教育（塾や予備校）支出に対する負担軽減策は十分でなく、給食費や大学授業料

のユニバーサルな無償化は実現できていない。出産や結婚を希望している夫婦や未婚者のニーズ

が十分に満たされているとは言い難く、こうしたニーズを掘り起こす必要がある。これらについても日

韓共同で検討・協議していくことは重要である。 

第三に、少子高齢化・人口減少を前提とした政策についてである。これには、重要なものとして、労

働力不足の解消や、過度な一極集中の是正などが挙げられる。日韓協力の観点から前者について

考えるならば、日韓での労働力補完に向けた連携強化が考えられる。また、後者の大都市への過

度な一極集中は各地域の拠点都市に人口を集中させ、集積の経済を発生させることができる。これ

ができれば、均衡ある国土の発展をもたらすとともに、国全体の生産性の向上にもつながる。こうした

地方創生は日韓の共通課題であり、そのために日韓で検討・協議を行う意味はあると考えられる。 

 

(3)提言 

少子化対策は、高齢化、人口減少、地方消滅など、日韓両国が共通して直面している課題の一つ

であるという認識の下、政府間閣僚級会議や実務者級会議といった政策対話（Policy Dialogue）が

望ましいと思われる。この際、具体的な日韓協議の施策は以下の通りである。 

第一に、若者の結婚支援策の現状と課題を日韓で情報共有し、効果的な施策について検討・協議

する。若者に対する結婚支援策は、少子化対策の中で最重要であるにもかかわらず、実施状況は

不十分である。当該分野の研究成果（婚活サービス利用の効果など）を踏まえつつ、現状と課題を

共有することで足りない点を炙り出し、より効果的な施策を模索する必要がある。 

第二に、日韓共同で少子化対策のニーズの掘り起こしを行い、ユニークかつ斬新で効果的な施策

について検討・協議する。出産や結婚を希望している夫婦や未婚者のニーズが高く、効果が期待で

きそうな政策を見出すため、日韓共同で調査等によりニーズの掘り起こしを行い、少子化対策の効

果に関する研究成果を踏まえつつ、検討・協議を行う。 

第三に、少子高齢化・人口減少による労働力不足を緩和するための方法として、日韓における労働

力の相互補完について検討・協議する。日韓ともに、労働力不足に直面しているため、日韓間で労

働需給が逼迫していない分野から逼迫している分野への労働移動を促すといった、労働力の相互
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補完の方法について検討・協議する必要がある。 

第四に、大都市への過度な一極集中を是正し、集積の経済を発生させるため、各地域の拠点都市

に人口を集積させるための方策について、日韓で検討・協議を行う。農業再生は日韓ともに課題で

あるため、農業分野の集積は一つの有力な手段と考えられる。



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．健全かつ安定的な日韓関係のための協力
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日韓歴史和解のための提言 

 

日韓の歴史和解は、日韓国交正常化以来、紆余曲折を経ながらも着実に進展してきた。その

背景には、和解のための両国の政治的リーダーシップ、そして多様な学術・文化交流による

相互理解の増進、そして両国を取り巻く安全保障環境があった。さらに、韓国の高度経済発

展、そして両国における少子高齢化など共通の社会問題の共有も、日韓相互の歩み寄りを促

進したといえる。 

それでも、不幸な過去を巡る日韓政府の立場の違いや複雑な国民感情は、いわゆる歴史問題

として現在も両国の間に横たわっている。特に、懸案となった慰安婦問題と徴用工問題をめ

ぐり、日本は法的、外交的に解決したとみる一方、韓国はこれまでの解決策に十分には納得

していない。 

日韓両政府および国民は、歴史和解とは、長期にわたる、繊細さと同時に忍耐を要する創造

的プロセスであることを理解する必要がある。それは、正確な歴史的事実に基づく対話と交

流を繰り返しながら、被害者の心情に配慮し、相手の尊厳を尊重し、寛容の精神を発揮する

ことで進むプロセスである。日韓間の歴史和解がさらに進めば、日韓両国は植民地支配をめ

ぐる和解の模範事例を提示することができる。両国の国民と社会がさらなる歴史和解へと進

むべく、引き続き反省と寛容を通じて次のような方向へと向かうことが望ましい。 

 

第一に、慰安婦問題および徴用工問題は、法的責任による解決よりも、被害者の心を癒す

ことが和解への道であるとの共通の理解が必要とされる。 

被害者の名誉と尊厳を回復するためには、加害者の事実認識と謝罪が重要である。加害者や

社会が、過去の行いは不当であり、被害者の価値は損なわれていないと確認することで、被

害者は怒りを克服する。司法解決は加害者の事実認識と謝罪を必ずしも保証するわけではな

い。これまでも、日韓両政府は司法の手続きによることなく被害事実の認識に基づいた問題

解決の努力を続け、約束と原則の確認を積み重ねてきた。そのため、 両国は約束と原則に

基づいて既存の合意を尊重し、司法府の判断を外交問題化することは避けるべきである。 

 

第二に、加害と被害の歴史的事実の認識を通じた和解の努力を続けていく。 

日韓両政府は、慰安婦問題と徴用工問題に関する基本的な事実を紹介する必要がある。確か

に、慰安婦問題について、日本政府は、アジア女性基金の事業や2015年12月の日韓外相によ
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る合意で「多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問題」という認識を示し、謝罪や償いも

含めたこれまでの活動を紹介している。しかし、慰安婦の被害の背景や実態などに関しても、

日本政府による事実の紹介や説明がなされるよう努めることが望ましい。問題の性質は異な

るが、被害事実を明確に紹介しているものとして、オランダの事例は参考になるかもしれな

い。オランダ政府は、過去の奴隷貿易や奴隷制度への謝罪を紹介したホームページにて、そ

の背景と被害の事実も説明している。 

 

第三に、歴史的事実の調査研究を継続する必要がある。 

加害と被害の歴史事実の認識に際して論争もある。例えば、徴用工問題は、「募集」、「官斡

旋」、「徴用」など多様な形態があったため、一括して「強制動員」とは言い難い。もちろん、

事実上の徴用であるかのような募集もあったとの証言もある。また、「強制動員」ではない

からといって「強制労働」ではないとの解釈がすぐ成り立つわけでもない。過酷な労働実態

は、証言や調査からも報告されている。過去の文脈と現在の観点のバランスをとりながら、

日韓政府間の見解の相違を縮める努力を続けていく必要がある。これは慰安婦の強制性に対

する議論にもあてはまる。 

その際に重要なのは、是か非かの単純化した議論ではなく、歴史的事実の複雑性を直視する

ことである。それは、相手を打ち負かしたり非難または糾弾するのではなく、自身に不都合

な事実も含めた歴史的事実をそのまま受け入れようとする姿勢を持つことでもある。だから

こそ、学術研究による正確な歴史的事実の蓄積が重要となる。 

加えて、研究者だけでなく、日本の企業、報道機関、大学、各都市などが、日本統治下の朝

鮮半島でどのような活動をしていたのか調査をすることも意味がある。統治の直接の主体で

あった政府だけでなく民間の活動実態も知ることで、植民地期の多様な実態が明らかになる

であろう。植民地支配に関わった企業は、徴用者に対する雇用と管理について調査し、その

記録を社史として残すことができる。例えば、フォルクスワーゲン社は、戦時中の強制労働

への関与について調査を行い、その結果を出版した。イギリスなどの大学、報道機関、中央

銀行は、かつての奴隷貿易とその被害、そして今日に至る影響までを調査している。 

事実調査と研究の蓄積が社会に還元されれば、国民感情に基づく極端な記憶が両国の対話と

和解を妨げることを防ぐことができる。もっとも、国民の感情は、個々人の体験や記憶、そ

して共同体の記憶とも結び付いており、ないがしろにはできない。歴史和解のプロセスにお

いて、国家に収斂されない個人の声もまた重要である。 
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第四に、であるからこそ、日韓の歴史和解は、伝統的な外交を超えて相手の心を尊重し、信

頼を築いていくという長期的な視野を持つことが重要である。  

政府による外交の営みとして、日本の首相あるいは駐韓日本大使が、真心のこもった謝罪と

反省の意を被害者または遺族に直接伝えることが検討されてよい。被害者の名誉と尊厳を回

復し、 心の傷を癒すための重要な儀礼であり、日韓和解の重要な契機となり得る。 

一方、 国家という枠組みを越えたアプローチによる信頼醸成の成功例もある。2024年にノ

ーベル平和賞を受賞した「日本被団協（日本原水爆被害者団体協議会）」は、オスロで開催

される授賞式に「韓国原爆被害者協会」の代表を招待して、広島と長崎の被爆の記憶を日韓

間で共有していく姿勢を示した。国境を超えた市民による記憶の継承の尊重は、東アジアの

次元を超えて地球規模の和解へと向かう可能性を示したと言える。 

国際関係における和解のプロセスでは、国家による歴史的叙述や公的記憶のみならず、歴史

家や記憶継承を推進する活動家、博物館、市民社会などを通じて国境を越えて伝播する記憶

もまた重要な役割を担っている点を看過すべきではない。日韓関係においては、徴用工問題

の解決に向けた「日帝強制動員被害者支援財団」による元徴用工への第三者弁済について、

両国の市民社会の関心や協力が得られることが望ましい。 

 

歴史和解に向けた提言 

歴史和解を進めるために重要なのは、日韓双方が持つ歴史的事実に基づく解釈を互いに理解

し、その隔たりをできるだけ埋めていくことである。もちろん、日韓は民主主義社会である

ため、異なる歴史認識と解釈が存在するし、時には多様な意見が衝突することは避けられな

い。大切なのは、そうした違いを敵対的なものと見做さず、歴史解釈の多様性を認めつつ、

互いの違いが何に由来するのかを理解し、その違いを埋めていく可能性を模索することにある。 

さらに、国家の枠組みを超えた視点がもたらす複合的かつ豊かな歴史解釈を受け入れること

も重要である。一国史の観点に依ると、自らの民族史のみが正しい歴史であり、相手の民族

史は間違っているという二分法的な思考に陥りやすい。民衆史を含む多角的な視角からの植

民地時代の研究は、日韓の交流や協力、相互理解を促進することができる。例えば、植民地

期の人の移動（朝鮮人の日本への渡航、朝鮮残留日本人、サハリン残留など）、女性史、労

働者史などをテーマにした研究や、朝鮮通信使を迎えた各都市の役割などに関する研究は、
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日韓交流に対する深い理解をもたらすであろう。これらを踏まえて次のような提案をしたい。 

 

提言 1. 日韓相互の歴史共同研究 

歴史解釈の相互理解という観点から、日本と韓国それぞれの歴史を、日韓の研究者が共同で

研究することが望ましい。そのための基盤として、研究所あるいはそれに準ずるものを両国

に設置することが検討されてもよい。自国の歴史を相手国の研究者がどうのように研究し、

解釈するかについて、日韓の研究者が率直な議論を行うことで相互認識に対する理解を高め

ることができよう。共同研究は、多様な年代の研究者で構成をし、両国間の研究ネットワー

クが重層的かつ長期的に構築されるように配慮すべきである。共同研究チームは両国の市民

社会との対話も積極的に行い、国家を超えた視点がもたらす複合的かつ豊かな歴史解釈の調

和に向けた役割を担うことが期待される。 

提言 2. 国家の枠組みを超えた歴史の共同研究と記憶の共有への支援  

日韓の研究者が共同で、国家の枠組みを超えた歴史の研究を行い、さらにその成果を社会や

教育に還元できるように支援することを提案する。国家の枠組みを超えた歴史の共同研究は、

日韓二国間の関係を相対化することで普遍的な歴史和解のあり方を研究し、それを日韓の枠

組みにも適用する可能性を開くものになるであろう。その成果を教育や社会にも還元してい

くことで、日韓間の歴史和解をさらに進めていくことにも貢献できる。こうした研究や教育

を支援するための枠組みを日韓の研究支援財団や団体が共同で設置し、運営することを奨励

すべきである。 

国家の枠組みを超えた歴史研究では、日韓間の市民、社会レベルでの関係が研究対象となる。

そこでは、多様な参加者による多角的な視角からの記憶共有の試みもなされる。過去の記録

や記憶は、歴史書や教科書によってだけ共有されるのではなく、映画、文学など様々な文化

的媒体を通じて多様な形で記録や記憶の共有がなされている。従来のような研究者主導の共

同研究に加え、さらに映画監督、博物館のキュレーター、文化批評家、歴史小説家、漫画家、

ウェブトゥーン（デジタルコミック）作家、児童文学作家、専門編集者なども参加して、東

アジア歴史を共同で記録し記憶するための研究会を立ち上げることが望ましい。このような

交流を通じて、書籍、ドラマ、映画、小説、漫画、ゲーム、博物館や美術館などの多様なコ

ンテンツの共同作業を進めることもできるだろう。 



 

71 

提言 3. 歴史教師による相互研修 

日本の歴史教師が夏休み等を利用して韓国の歴史専門家が担当する集中研修を受ける。韓国

の歴史教師の集中研修を日本の歴史専門家が担当する方式による相互研修の実施を提案する。 

このような方式は、「任那日本府」、「蒙古襲来」、「文禄・慶長の役（壬辰倭乱）」、「植民地支

配」、「慰安婦」、「ユネスコ世界文化遺産」、「徴用工」など、日韓間で見解の相違が大きい論

点について、相手の論理と解釈を正確に把握し、意見の相違を狭めていくためのきっかけを

提供することになる。そして、共同の歴史教科書、副教材、歴史地図の作成など、相互理解

を促進するための多様な方法を模索することが可能となる。相互研修の実施に際しては、国

連大学や「世界市民教育センター」などと協力することも検討すべきである。旧ユーゴスラ

ビア内戦後に、セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、クロアチア、アルバニア、ギリシャ、

トルコなどのバルカン地域の歴史家たちが行った歴史教師研修の事例が参考になろう。 

提言 4. 韓国の独立運動に対する敬意の表明 

歴史和解を進めるためには、1998年の日韓共同宣言でも謳われた通り、日韓両国が過去を直

視し相互理解と信頼に基づいた未来を発展させていくこと、特に若い世代が歴史への認識を

深めることが重要である。これまで日韓は、そのための努力を続けてきた。その積み重ねを

基にしつつ、互いへの尊重を示すことが、さらなる相互理解と信頼の構築、そして和解を進

めるためには望ましい。具体的には、3月1日の独立運動記念日に、パゴダ公園にある独立宣

言記念塔を日本政府代表者が訪れ、献花と黙祷を通じて当時の独立運動に敬意を表すること

ができるだろう。さらには、日韓の若者が、3・1独立運動に参加した当時の若者たちの民族

自決の精神について共に学ぶことは、自由と平和の真の意味を理解する助けになる。加害の

歴史を直視することを超え、他者の尊厳を尊重することを通じて自由と平和の真の意味の理解

と実現の基礎になるであろう。1991年に海部俊樹首相が訪韓した際のパゴダ公園訪問と、金

山政英・第2代駐韓日本大使による独立記念日および光復節の記念式典への出席は、良き先

例として参考になる。 
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日韓次世代人材育成と人的・文化交流の深化 

 

2024年、日韓の人的交流の規模が1,000万人を超えた。1965年の国交正常化当時、年間1万人に

過ぎなかった両国国民の往来は、60年が経過し、1,000倍以上に増加した数値である。実際、日韓

両国が人的交流1,000万人時代を初めて迎えたのは2018年である。しかし、同時期強制徴用問題

に関する韓国大法院の判決が下され、 翌年の2019年には、日本が韓国に対して輸出管理強化を

講じた。その結果、韓国では大規模な反日デモと日本製品の不買運動、日本旅行のボイコットなど

が起こり、続くCOVID-19の拡大により、両国の交流は急速に縮小した。 このように悪化していた日

韓関係は、2023年の韓国政府による強制徴用問題に関する大法院判決への解決策の提示と日韓

首脳間のシャトル外交の復元を契機に正常化し、その後、人的交流も急速に回復した。日韓の政

治・外交的関係が両国の交流に及ぼす影響を端的に示す事例と言えよう。 

［図］日韓相互訪問観光客数の推移（1998〜2024年） 

 

出所：韓国観光公社および日本政府観光局（JNTO）の統計データを活用し、作成。 

 

振り返ってみれば過去60年間の日韓関係は、両国が「善隣友好関係」に漸進的に向かう過程であ

った。「善隣友好関係」とは、外交関係の樹立に基づき平和的に相互作用しつつ、経済・文化交流

を通じて友好的な協力を続ける国家関係として定義できる。こうした関係は、安定的かつ協力的で、

予測可能な相互作用を可能にする。 

日本と韓国は、1965年の国交正常化以降、様々な分野における「善隣友好関係」の確立に取り組

むと同時に、日本による植民地支配の清算にかかわる歴史問題という難題を克服するために努力し
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てきた。日本による植民地支配に対する謝罪、反省および認定が盛り込まれた河野談話（1993年）、

村山談話（1995年）、菅談話（2010年）が発表され、金大中・小渕共同宣言（1998年）、日韓日本軍

慰安婦被害者問題に関する合意（2015年）、強制徴用大法院判決に関連する韓国政府の立場表

明（2023年）などが行われたことも、このような努力の一環であった。これは、まだ解決されていない

問題を補完しながら、善隣友好関係へ進もうとする過程として評価できよう。 

特に、1998年の金大中・小渕共同宣言（21世紀の新たな日韓パートナーシップ共同宣言）と、韓国

のおける日本大衆文化の解禁、そして活発な人的および文化的交流は、両国関係の基盤をより一

層強固なものにした新たな出発点であった。日本の映画とアニメーションが韓国で放送され始め、

韓国の音楽とドラマが日本で大きな人気を得るようになり、日本では「韓流ブーム」現象が見られるよ

うになった。 

 

[表] 韓国の日本大衆文化の開放（第1次〜第4次）と日本の韓流（第1次〜第4次） 

韓国の 

日本大衆 

文化の開放 

（第1次〜 

第4次） 

第1次開放 

（1998.10.20） 

第2次開放 

（1999.9.10） 

第3次開放 

（2000.6.27） 

第4次開放 

（2004.1.1） 

映 画 、 ビ デ オ の

一部開放、出版

漫画など 

映画、ビデオ、公

演などの一部開

放 

映画、ビデオ、ア

ニメ、音盤、ゲー

ム、放送の一部開

放、公演の全面開

放 

映画、ビデオ、劇

場用アニメーショ

ン （2006年1月1日

より）、音盤、ゲー

ムの全面開放、放

送の開放拡大 

日本の 

韓流 

（第1次〜 

第4次） 

第1次韓流 

（1990年代後半

〜2000年代初

頭） 

第2次韓流 

（2000年代後半〜 

2010年代初頭） 

第3次韓流 

（2010年代中盤） 

第4次韓流 

（2018年以降） 

『冬のソナタ』など

のドラマ 

東方神起、

BIGBANG、少女

時代、KARAなど

のK-pop 

BTS、TWICEな ど

の K-pop、美容、

ファッション、韓国

料理など 

『 愛 の 不 時 着 』 、

『パラサイト 半地下

の家族』、『イカゲ

ーム』など、OTT基

盤のK-ドラマや映

画など 

中高年層が中心 10〜20代の若年層から ▷▷▷▷ 全世代へと拡大 
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それにもかかわらず、依然として日韓関係は不安定な様相を見せている。両国の政治的変動と選

挙、国内世論の影響を最も大きく受ける分野の一つでもある。政界において反日感情と嫌韓世論を

刺激する材料として悪用されることもあり、選挙において相手陣営を攻撃する材料として使われる例

は容易に見られる。 

このような両国関係の不安定さを打開し、持続可能な両国関係を構築するために、日韓は多くの努

力を重ねてきており、その中で人的交流の重要性を強調してきた。互いに類似した文化と生活習

慣、そして思考を持つ両国国民の交流は、両国の誤解を減らし、相互理解を深める上で重要な役

割を担ってきた。人的交流は両国の対立がこれ以上高まらないようにする緩衝材であると同時に、

関係改善を促す潤滑油の役割を果たす。これからは人的交流の量的拡大を超え、質的成長を図る

努力が求められる。日韓関係を「善隣友好関係」にさらに進展させるためには、これまで蓄積された

交流の経験を基に、交流の中身と方向性をより発展させる必要がある。 

 

# 提言 

提言1. 日韓間の出入国手続き簡素化制度の継続施行 

両国国民の相互訪問がそれぞれ1位を占めるほど日韓の人的交流が急増したなか、空港到着後の

出入国審査の待ち時間が長く、これによる両国民の不満が大きいという指摘が絶えず提起されてき

た。そのため、両国民の利便性を向上し、日韓関係改善の成果を実感できる最適な方法として、出

入国手続きの簡素化が考えられる。 短期的には、2025年6月の1ヶ月間施行した日韓国民出入国手

続き簡素化制度の継続、日本TTP（Trusted Traveler Program）の拡大および日韓優遇プログラムの

開発を推進する。中長期的には、欧州連合(EU)加盟国の国民が域内をパスポートなしで自由に移

動できるようにするシェンゲン制度（Schengen）を参考にし、日韓でもビザなしの入国や自由な移動

ができるシステムを構築するための「日韓版シェンゲン制度」の導入を検討する必要がある。 

 

提言2. 日韓大学生交流に対する制度的支援―日韓版「エラスムス（Erasmus）プログラム」の創設 

両国の若い世代の高い関心と交流に向けた意志にもかかわらず、安定的かつ持続的な交流の場が

十分ではない状況である。日本、 韓国、中国が10年以上にわたって実施しているキャンパスアジア

プログラムをベンチマークした、日韓プログラムの導入を提案したい。既存のキャンパスアジアプログ

ラムが大学院生中心のプログラムで、志願条件が厳しかったとすれば、新規の日韓プログラムはこ
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れを学部生レベルに拡大し、敷居を下げて、より多くの若者世代が経験できるよう、制度的支援が必

要である。同プログラムは日本と韓国、および域内主要国の大学生が1〜2学期程度、自由に希望

する大学に行って単位をもらいつつ、学業も日常生活も経験できるよう設定する。これを通じて、互

いの国に対する理解と文化的感受性を向上させることが期待される。この過程において、自然科学

分野での人材育成、人文および社会科学分野での学問交流も行われるべきである。 

 

提言3.日韓教育・雇用の連携メカニズム開発―青年インターンシップおよび就職データベース構築 

相手国に高い関心を持って留学した青年世代の場合、教育の後に就職へ移行する道が十分では

ない。両国は熱情と力量を兼ね備えた人材を発掘し、両国の架け橋になれるよう育てていく必要が

ある。そのためには韓国経済人協会、日本経済団体連合会、大韓商工会議所、日本商工会議所な

ど両国の経済人団体が連合し、統合インターンシップや就職データベースを構築することが望まし

い。つまり、両国の青年がワンストップでインターンシップや就職活動の支援を受けられるよう制度を

整える。特に、夏休みや冬休みなどを活用したインターンシップを積極的に支援することによって、

人材育成に貢献し、今後の両国関係に寄与できるようにする。 

 

提言4. 地球規模の課題解決に向けた「日韓青年行動の日」の指定および日韓版「アルテ（ART

E）」発信 

日韓間のイシューの大半が二国間関係に偏っており、歴史問題が発生すると他のイシューがすべ

て覆い隠されてしまう状況から脱却する必要がある。日韓だけではなく、東南アジア、豪州など地域

の参加国の範囲を広げ、関係諸国が共に対応すべき多様なグローバル課題に議論の幅を広げる

必要がある。例えば、気候変動への対応、グリーンエネルギーの開発、人工知能（AI）の発達に伴う

倫理的問題、人権、サイバー倫理の問題、ODAなど、地球規模の問題解決について、日韓の青年

が提言し、行動できる国際大会を開催することで、未来世代におけるアジェンダ中心の交流を拡大

し、グローバルイシューに関する関心を高めることができる。また、ドイツとフランスの共同放送チャン

ネル「アルテ（ARTE）」などの事例を参考とし、日韓版「アルテ」といった共有SNSチャンネルを構築

することで、グローバル青年のメッセージを効果的に発信できるプラットフォームを提供する必要が

ある。  

 

提言5. 日韓若手オピニオンリーダーの育成―日韓版「USJLP」専門家リーダーシッププログラムの

創設 

日本と韓国について正確に理解し、両国における健全な世論形成に資する専門家やオピニオンリ
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ーダーが著しく減少しており、とりわけ既成世代に比べ、若い世代における政策ネットワークが堅固

でない点が指摘される。ここで日本と米国の「US-Japan Leadershipプログラム」(参加資格：28歳～42

歳)をベンチマークし、毎年、日韓および域内主要国の有力な30〜40代の政治家、企業人、学者、

ジャーナリストなどが参加するフォーラムを設けることを提案する。同フォーラムでは相互の協力方法

を議論するのみならず、強固なネットワークを構築することも目的とする。この過程において、日韓議

員連盟、日韓経済人団体などとも適宜連携を取ることで、プログラムの持続可能性と効果を強化す

る必要がある。 

 

提言6. 青年中心の日韓交流を全世代交流へと拡大    

若い世代の肯定的な相互認識とは対照的に、既成世代の否定的な認識が日韓交流の障害として

作用する問題が生じている。例えば、相手国への留学や就職を決める際、親世代の反対や否定的

な認識が交流を難しくする場合がある。これを克服し、世代間の認識の差を縮めるための努力が必

要である。より具体的には小学生の子どもと親が共に参加する家族単位の日韓交流プログラム、中

高生の修学旅行や姉妹提携プログラムへの制度的、財政的な支援、中高年層を対象としたコミュニ

ティやプラットフォームの開発などが考えられる。 

そのほか、日韓が共催した「2002FIFAワールドカップ」のように両国が共に楽しめる文化的体験を増

やすことも重要な課題と言える。スポーツ、音楽、料理などは、文化的な共感を形成し得る効果的な

手段で、例えば日本の甲子園（全国高等学校野球選手権大会）に韓国の高校野球部が定期的に

参加する親善大会の開催、日韓の登山愛好家の集まり、同じ食材を活用した日韓料理大会やバラ

エティー番組制作などが考えられるだろう。また、日韓が第三国において相互協力を通じて創出し

た肯定的な成果を紹介し、両国国民に対し協力の価値を高める方法も模索する必要がある。 

 

提言7. 日韓の都心と地方を結ぶ超広域経済圏の構築―釜山－福岡超広域経済構想 

今の日韓交流は主にソウルと東京を中心に行われており、偏りが生じている。地域間の交流の格差

と首都圏集中現象の解消、そして地方消滅の課題に対応するためには、都心と地方都市、地方都

市同士の連携を強化し、地域を統合的に発展させ、大都市圏との均衡のある連携に向けた共同の

努力が必要である。そのための具体的な例として、長年蓄積された議論と研究成果を基に、釜山と

福岡を結ぶ国境を越えた国際経済特区の設立を検討できよう。これは北東アジア初の都市間超広

域経済モデルで、地域の活性化や日韓経済協力の深化に寄与すると期待できる。  

 

日韓関係は、1965年の国交正常化以来、幾度の危機を乗り越え、漸進的に前向きな方向へと進ん
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でおり、政府と民間がその関係改善に向け努力を重ねてきた。しかしながら、いまだに不安定な要

素も存在している。反日や嫌韓、そしてそれを利用する政治と経済の利用関係が存在する。従っ

て、日韓関係をより健全で持続可能なものに発展させていくためには、より多くの国民が実感できる

実質的な成果を生み出し、多層的な交流と協力を推進する必要がある。このような努力が継続され

ることで、日韓関係はより友好的かつ戦略的な協力関係に踏み出すことができる。



 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

別添 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025年3月14日（ソウル）、5月14日（東京）で開催された 

「日韓未来世代との対話」に参加した日本と韓国の学生たちの意見をまとめています。 
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日韓関係の発展に向けた若者たちの意見（日本） 

 

 日韓が協力関係を継続するためには、両国が国際社会の中で多岐にわたる分野で価値観

や問題を共有する「身内」であることを両政府・両国民が広く理解する必要があると考えます。

両政府は共通利益を再認識した上で外政・内政の各分野で政策形成を行うべきであり、また

その理解を国民に浸透させるべく、教育やメディア戦略のような国民に直接的に働きかける

分野の政策方針も見直すべきであると考えます。 

 両国関係の発展には、まず「多層的な交流」が必要です。政治や歴史問題で対立があって

も、経済・文化・人的交流は絶やすべきではない。学生交流や企業間連携を強化し、相互理

解を促進すべきです。また、歴史問題は「対話と教育」を通じて解決すべきだと思います。両

国の歴史教育には多様な視点を取り入れ、互いの立場を理解するための教材を導入するこ

とが望ましいでしょう。さらに、未来志向のプロジェクト、例えばデジタル技術、AI、宇宙探査

の分野での共同推進が求められます。これにより、若い世代が協力の意義を実感し、ポジテ

ィブな相互認識を醸成することが可能となると思います。 

 若者の次世代交流を増やす必要があります。学生交換プログラムや共同インターンシップの

枠を大幅に拡大し、語学、文化に加えて現代的課題（気候変動、人権、ジェンダーなど）を

扱う交流プロジェクトを推進することで、未来世代の相互理解を深めなければなりません。 

 日韓関係をより良くしていくためには、若者が自然な形で意見を交わす場を持つことが必要

だと思います。文化交流だけでなく、社会問題や国際関係について若者が率直に話せる環

境を、教育機関が設けていくべきです。未来を担う若者が自分の言葉で考え、語り合うことで

こそ、日韓関係の本質的な信頼が築かれていくと信じています。 

 過去の歴史に関する認識の違いが関係改善の障壁となることがあります。歴史教育の見直

しや専門家による共同研究の推進のみならず、若者を交えた公開討論の場の設置などを通

じて、双方の歴史認識を共有し、理解を深める努力が必要だと考えます。 

 日韓関係の改善に文化交流は一つの糸口になる可能性はあるが、それだけで本質的な理

解が得られるとは限らないと感じています。だからこそ、文化交流をただの「楽しさ」で終わら

せず、そこから一歩踏み込んだ対話や共同学習の場を設けることが必要だと考えます。そこ

において日韓の若者は議論を通じてお互いの「違い」や「ずれ」に正面から向き合えるかもし

れません。その違和感を理解する姿勢こそが、本質的な関係の出発点になると思います。 

 少子高齢化という国の滅亡をもたらすかもしれないような問題を抱えているので、研究者や

政策専門家を中心とした交流を通じて共同対応を講じるべきだと思います。 
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 ライバルではなく、一つのチームとしてお互いを認識し、それを基により強力な二国間関係を

構築していくべきだと思います。 

 日韓関係を米国との三国協力やASEANなどの多国間協調の中に位置づけて考える必要が

あります。特に経済安全保障や環境分野での共通ルール作りに共同で取り組むことが必要

だと感じます。 

 文化交流は既に若者を中心に大きく進んでいます。よって、歴史認識を含めたより複雑な問

題について議論し、解決に向けて取り組む交流が必要であると考えます。 

 若者世代を中心とする前向きな動きを社会全体の変化に繋げるためには、世代間のギャッ

プを解決する必要があります。民間、教育、地域レベルで継続的に繋がりを持っていくことが、

政治的な変動に左右されない関係の土台になると考えました。 

 感情に囚われない、合理的な協力体制の構築のために若年世代だけでなく様々な世代の

中で対話の機会を築くことが重要だと思います。 

 人的・文化交流は、特に若い世代の間では十分に行われているにもかかわらず、歴史問題

に関してはシビアな見方の若者も多く、表層的な相互理解に留まっているように思います。

文化交流から直接本質的理解に繋げるのではなく、あくまでそれで培った親近感や好感を

緩衝材にした別のアプローチが必要なのではないかと思います。 

 中国による経済的威圧リスクに対し、対話と圧力のバランスをいかに取っていくか、日韓の認

識を擦り合わせる場が必要であると考えます。 

 日韓は隣接する超大国に対抗して同じイデオロギーを共有する仲間として東アジア秩序（安

全保障、経済圏）を主導するパートナーとして協力するべきだと思います。 

 日韓関係のさらなる発展に向けて、経済・技術分野での協力の強化が必要です。特に脱炭

素やスタートアップ支援、デジタル技術など、両国にとって共通の課題かつ協力の可能性の

ある分野では、連携による相乗効果が期待できます。競争ではなく、共に成長していく「共創」

の視点が重要だと考えます。 

 若者世代の相互認識がさらに他の世代に拡大していくために、家族で参加できる日韓交流

の場を設ける必要があります。 

 大学だけでなく、小学〜高校までの間に、中立的に/双方の立場からの歴史を理解する機会

を作るべきだと思います。教科書だけで補完できない分野に関しては、例えば相手国からス

ピーカーを呼んで特別講義を行ったり、今回のようなフォーラムを開催するなども方法になり

えるでしょう。片方の情報だけで自分の認識を構築することがないようになれば良いと考えま

した。 

 慰安婦問題などの歴史認識について、感情的に対立するのではなく、冷静な対話で解決を
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図ることで、お互いに嫌悪感を増していく構図から脱却するべきだと思います。 

 K-POPや日本のアニメ・ファッションを通じて若者世代を中心に日韓の文化的交流は確実に

深まっています。しかし一方で、上の世代を中心とした歴史認識に起因する感情的対立や

偏見、いわゆる「反日」的な姿勢が根強く残っている現実も無視できません。今後両国が向き

合うべき課題は南海トラフ地震をはじめとした自然災害への備えや、北朝鮮の核開発を含む

地域の安全保障など、協力なしには乗り越えられないものばかりです。民間レベルの交流の

みならず、政治的・経済的な実務レベルでの相互信頼も高め、より確実な協力関係を構築す

ることが不可欠であると考えます。 

 インド太平洋地域やグローバルサウスへの支援など、日韓が協力して第三国に貢献する構

図を強化することで、双方向の信頼を育みつつ国際社会での存在感を高めることが重要だ

と思います。 

 「対立の管理」と「共通課題への連携」の両立が重要だと思います。そのためには、政府間の

対話だけでなく、民間・地域レベルでの協力体制を強化しなければなりません。また、未来志

向的な教育やメディア報道を通じて、次世代が偏見にとらわれず、冷静に相手国を理解でき

る環境を整えることが、持続可能な関係発展の鍵になると考えます。 

 バイアスや先入観をいかに若い世代の中で取り除いていくかは、これからの社会において非

常に重要だと感じます。多様性を尊重し、異文化を理解する力を育てるには、教育の役割が

欠かせません。そのため、教育こそが協力が求められる分野だと考えます。 

 世界情勢が緊迫する今、歴史的・文化的に一定の近さを持つ日本と韓国は、互いに歩み寄

り、柔軟に譲り合う姿勢がこれまで以上に求められていると考えます。対立ではなく対話を重

ね、共通の課題に協力して取り組むことが、両国の関係をより安定的かつ建設的なものへと

導くと考えます。 

 感情ベースで世論が形成されることは回避しようがないと仮定した場合、そのような世論を形

成する要因であるメディアや世代間交流に対して、感情を煽るような形ではなく、事実ベース

での交流が重要ではないかと考えます。 

 次世代のためには、教育の中に日韓のプログラムをさらに取り入れ、双方の歴史を学び議論

する場を設けることが必要だと思います。現役世代に対しては、国境/ビザ関連の制度を簡素

化することで、ビジネス・観光・学問いずれの目的であっても両国民にとって身近に移動出来

る場所としての認識を形成することが大切だと思います。 

 過去に固執するのではなく、しかしながら、過去を忘れることなく、同じ価値観を多く共有する

国として未来に向けた協力体制を模索していくことが重要です。 

 文化交流や経済分野での協力など、日韓関係の発展を進めやすい分野での友好関係を盤
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石なものにし、双方に対する国民感情を改善したうえで歴史認識の問題や領土問題といっ

た各種の問題の解決に取り組むべきであると考えます。 

 現在日本人の韓国に対するイメージは、世代間で大きく異なっていると思います。どのような

イメージを持っているにしろ、早期解決が求められるものの対立が起きやすい歴史問題を議

論するときは、良い意味で主観が入りすぎないように冷静に議論することが重要だと思いま

す。また、この問題をタブー視することなく、私たちのような一般人の間でも相手国にきちんと

向き合って考え、話し合うことが重要だと考えます。 

  



 

85 

日韓関係の発展に向けた若者たちの意見（韓国） 

 

 青年交流や教育協力など、市民社会レベルでの対話を強化することで、相互理解を深め、感

情的対立を和らげ、気候変動や経済安全保障などのグローバルな懸案において実質的な協

力を拡大することで、共通の利益を中心に未来志向の関係を築くことができると考えます。 

 ヘイト感情を利用した誤った情報や政治的な扇動に惑わされることなく、日本と韓国という枠に

とらわれず、人と人との関係として交流し、感情を共有しながら発展する関係になってほしいで

す。 

 歴史的な問題が、現在の日韓の協力や交流において、引き続き障害となってはならないと考え

ます。 

 技術は各国の安全保障や経済とも密接に関わっていますが、日韓両国は中国やアメリカに比

べて技術力（例えば、AIやヒューマノイドなど）が劣る分野があります。このような分野は協力し

て技術力を高めていければ良いと思います。過去の歴史は歴史として残し、両国が共に発展

を目指す開かれた心で、隣国同士が助け合っていければと願います。 

 日韓関係は、世代を重ねるごとに「効率と実利」を目的として発展していく機会が増えていくと

考えます。歴史によるコミュニケーションの断絶と感情的な共有の難しさは課題として残ってい

ますが、グローバルな多極化へと移り変わる世界のトレンドに合わせて、手を取り合う友好国と

して、また共に暮らす隣国として発展していくべきです。 

 深く根付いた認識を変えるためには、教育と交流が重要であると思います。実際に経験してみ

ないと、自分が何を誤って認識しているのかを知るのは難しく、固定観念を打ち破るのも容易で

はありません。認識が形成され始める学生たちに、客観的な事実のみを伝え、彼らが自分で考

えることができるよう助けることが重要であると思います。教師の誤った認識が学生に伝わること

が多いので、学生たちが既存の大人たちの認識に縛られず、自ら交流し、考えることを通して、

新たな日本への見方を育んでほしいです。 

 歴史を振り返り、協力によって経済発展を遂げてほしいです。企業の側面からは、日韓の中核

産業における共同人材を育成することが有益であると思います。 

 日韓は歴史に対する立場が大きく異なると感じます。時代の変化とともに、新たな視点と客観的

な事実に基づいた歴史教育が求められており、感情が先行する外交よりも、実利的かつ未来

志向の考え方で接するべきだと考えます。 

 相互理解のためには、地域研究の人材育成の重要性を実感します。 

 より良い未来のためには、正しく建設的な方法による過去の清算が必要です。例えば、共同教
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科書の執筆作業、両国政府による過去史のデータベース化、戦争被害者の声を反映した支援

制度の整備などが考えられます。 

 時間の経過とともに、無条件で反日を叫ぶ時代は過ぎ、文化的にお互いに活発な交流が続い

ていると考えます。より良い日韓関係の発展のため、これまで注目されてこなかった政治、経済、

歴史分野における誤解や対立を解決するための共同研究および活動がより一層活性化される

ことが望まれます。 

 これまで一律的・断片的・短期的であった交流を、分野・階層ごとにより細かく分け、より深く、体

系的に持続していってほしいです。 

 未来社会の変化に備え、日韓両国の経済における参加主体間の協力可能性を模索・強化で

きるような方策が積極的に進められることを願います。 

 外交・安全保障協力や過去史問題などは、両国間の政治的・歴史的立場の違いにより、短期

間での接近が難しい面があります。そのため、貿易や対米相互関税への共同対応といった経

済的利益に直結する分野から先に交流を進めるのが良いと思います。それによって、相互理

解が深まれば、より高次元の協力も可能になると考えます。 

 大学生の交流プログラムがさらに活性化されることを期待します。 

 メディア報道の偏りを緩和し、ヘイトや認識を改善するために、多様な交流および市民参加イ

ベントの活性化が必要です。 

 日韓両国の政府が、より直接的かつ友好的で前向きな対日・対韓の立場を示す必要があると

考えます。 

 歴史的に互いに敵対的な関係であったことは確かですが、これを乗り越えなければなりません。

日韓関係の発展のためには、文化的な交流は今後もこれまでどおり継続されるべきであり、権

威主義が台頭する今、日米韓の協力が何より重要であると思います。そのため、日本と韓国が

継続的に協力しながら、歴史問題の解決も段階的に進めていく必要があると思います。 

 過去史問題など、解決すべき課題もありますが、国際情勢を考慮した際、日韓の友好と協力を

強化する必要性は極めて高いと考えます。互いにとって最優先の友好国の一つとなることを願

っています。 

 歴史的な対立が依然として両国の協力を妨げる要因として存在していますが、それを克服し、

経済および安全保障の面で妥協できる基盤を築くべきだと考えます。 

 お互いを敵と見なさず、隣接する国であるからこそ、力を合わせて助け合うべきだと考えます。 

 被害関係が明確であった関係ではありますが、今ではある程度それを乗り越え、経済および安

全保障の協力に向けて努力すべきであると考えます。 

 日韓間の問題に関心を持ち、解決に向けた努力が必要であると思います。心を込めた謝罪と
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未来に向かう能動的な思考を持つことが重要であると思います。 

 歴史および植民地に関する言説から脱却し、未来志向の関係を構築し、大衆的コンセンサスを

形成するための努力が必要です。 

 北東アジアにおける自由民主主義の連帯、安全保障、経済、環境などの分野において、互い

にとって不可欠なパートナーであることを肝に銘じるべきです。 

 日韓関係の実質的改善には、相互理解と尊重に基づく着実な交流が不可欠であると考えます。

特に未来世代である若者が直接参加する多様な交流プログラムや共同プロジェクトが活性化さ

れれば、固定観念を超えた新しい認識が根付くことでしょう。 

 日韓関係において、メディアやSNSを通じた情報の拡散は両国国民の感情に大きな影響を与

えているため、事実に基づくバランスの取れた情報提供が重要です。また、それに加えて政府

レベルの外交努力と並行して民間レベルでの意思疎通と協力が行われてこそ、真の信頼回復

が可能になるのではないかと考えます。 

 歴史問題に関する日韓間の率直な対話と相互共感こそが、日韓関係の未来を前向きに導く鍵

であると考えます。 

 韓国人の対日認識が大きく改善したとしても、「歴史反省のない日本との交流は適切でない」と

いう感情的反発は依然として根強く存在しています。これは単なる嫌悪感情ではなく、正当な

過去史認識を求めるものであります。したがって、単に互いの長所だけを強調し友好を唱える

のではなく、日本国内に残る歪んだ歴史認識に対して継続的に問題提起を行い、望ましい方

向へ導こうとする努力を並行させる必要があります。誤りを正そうとする姿勢が前提とされてこそ、

政治的環境に左右されず、日韓間の交流も一層意義あるものとなるでしょう。 

 前例のない超高齢国家である日本と韓国は、協力を通じて将来の課題への対応策を模索す

べきです。この課題に共に取り組む過程で、両国国民はその努力を実感し、結果として日韓関

係はかつてないほど改善されることでしょう。こうした努力は大局的には国家間交流に過ぎない

かもしれませんが、ミクロに見れば両国国民一人一人の生活、すなわち自分や子どもの未来に

直接関わるものだからです。 

 日韓関係における目に見える改善は、必ずしも歴史問題の解決や外交摩擦の解消だけにとら

われる必要はないでしょう。日本と韓国の生存や経済に直結する協力が、日韓関係改善に大き

な影響を与えると考えます。 

 日韓関係を捉える視点を変える必要があります。単に「日本と韓国」という二国間に留まるので

はなく、「国際社会の中の日韓」に注目すべきです。変化する国際情勢の中で日本と韓国がど

のような関係を結ぶのかを共に考え、両国に利益をもたらす実利的な姿勢で日韓関係を捉える

ことが重要です。漸進的な対立解消を基盤として、国際的課題に協力して対応できる関係こそ、
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今後築くべき日韓関係の方向性であると考えます。 

 現在の日韓大学生交流活動は、学術セミナー、討論、文化体験など、伝統的かつ公式的な形

式に集中しているように思われます。参加者は両国の社会・文化・歴史への理解を深めようと努

力していますが、その手法は依然として発表、討論、訪問といった限定的な枠にとどまる傾向が

あります。日常生活の中で実感できる、より日常的で創造的な交流、特にデジタル時代に適し

た視覚的かつ感覚的なコミュニケーションが求められます。 

 若い世代における両国への好感度と歴史問題解決を同列に置くことはできません。関心の低

下や記憶の風化による解決であれば、歴史分野における日韓関係は永遠に改善されない可

能性があります。したがって、持続的な関心と、敏感なテーマについて議論する勇気を「無意味

な話題遊び」と見るのではなく、問題解決に向けた積極的姿勢として捉えるべきです。 
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Executive Summary 

 

‘Toward a Japan-Korea Strategic Partnership Based on Trust and Sustainability’ 

 

Over the past 60 years since the normalization of diplomatic ties, Japan-Korea relations have evolved 

from a government–led, asymmetric arrangement into an equal, mature, and multi–layered partnership 

underpinned by civil and private–sector engagement. The gaps in economic capacity, historical 

perception, and social exchange that existed at the time of normalization have narrowed significantly, 

and South Korea has become an advanced economy on the strength of democracy and technological 

innovation. Japan, as a founding member of the G7, has continued to contribute steadily to the 

maintenance of international norms and order.  

Despite recurring political and historical disputes, the two countries have deepened mutual 

interdependence and exchange in cultural and economic spheres, raising expectations for the 

institutionalization and sustainability of future cooperation. Even amid shifts in trade and investment 

structures, Japan and Korea remain core economic partners, sustaining a complementary relationship. 

People–to–people and cultural exchanges have expanded to the level of everyday life, while 

intergenerational and interregional contacts have broadened, building dense, multi–layered linkages. In 

this sense, Japan-Korea relations have advanced beyond past structural imbalances to become a strategic 

partnership grounded in complementarity and maturity.  

The international order, however, is now undergoing not merely a transitional phase but a structural 

transformation marked by the interplay of multiple challenges: the rise of authoritarian powers, 

democratic backsliding, strategic competition in advanced technologies, and transnational risks such as 

the climate crisis and pandemics. In particular, North Korea’s advancing nuclear and missile capabilities 

coupled with China and Russia’s strategic acquiescence, have accelerated the emergence of an 

“authoritarian entente” and posing an existential threat to Japan and Korea, both non–nuclear 

democracies.  

This strategic environment demands not only military preparedness but also the formulation of joint 

strategies to safeguard and rebuild rules– and values–based international order. Sharing commitments 

to liberal democracy, a market economy, human rights, the rule of law, and international norms, Japan 

and Korea now face a strategic opportunity to contribute to peace and prosperity at both the regional 

and global levels through the provision of global public goods. It is more urgent than ever for the two 

countries to take a leading role in fostering solidarity with the Global South through proactive 

cooperation strategies that balance normative commitments with practical effectiveness.  
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Over the past 60 years, Japan-Korea relations have followed a trajectory of steady development; 

however, the political and social trust accumulated during this process has not yet been fully 

institutionalized, and differences in historical perception have at times hindered bilateral cooperation. 

At this juncture, the two countries should now move beyond shot–term disputes and tactical 

compromises, establish effective and durable platforms for cooperation from a long–term perspective, 

and thereby pursue more active and sustained collaboration.  

First, as pivotal states defending the liberal international order amid complex crises, Japan and 

Korea should reinforce their joint strategic posture. Essential areas of multi–dimensional 

cooperation include securing the resilience of global supply chains, linking strategic technologies, 

establishing digital governance and AI ethics norms, and advancing carbon neutrality. Beyond 

minilateral frameworks such as IPEF, Quad+, and AUKUS Pillar II, the two countries should lead joint 

initiatives in structured platforms to secure leadership in norm and standard setting. Furthermore, Japan-

Korea should actively engage in broader multilateral frameworks, such as the Comprehensive and 

Progressive Agreement for Trans–Pacific Partnership (CPTPP) and NATO–IP4 cooperation, taking a 

leading role in restructuring the rules–based order.  

Second, Japan-Korea and Japan-Korea-U.S. security cooperation should be institutionalized 

to respond to North Korea’s nuclear threat and North Korea–China–Russia’s strategic 

coordination. This entails strengthening extended deterrence cooperation, cyber and space security 

cooperation frameworks, while building effective crisis–response mechanisms. It is necessary to 

simultaneously advance cooperation in non–military fields – including technology cooperation in 

defense industries, and maritime surveillance, and law enforcement – should proceed in parallel to 

strengthen comprehensive crisis–management capabilities. In particular, responding to the deepening 

North Korea–Russia strategic alignment will require actionable cooperation models, including the 

deployment of strategic assets and the regularization of joint exercises, thereby enhancing operational 

readiness within the trilateral alliance framework—grounded in the ROK-U.S. and Japan- U.S. alliances.  

Third, Japan and Korea, as responsible actors in global and regional governance should 

safeguard multilateralism while actively shaping emerging norms. To achieve this, cooperation 

within existing multilateral frameworks such as the G7, G20, and WTO must be strengthened, alongside 

expanded engagement with ASEAN, the EU, Latin America, Central Asia, and Africa. This aims to 

advance joint agendas on global issues including climate change, health, human rights, and digital 

transformation, thereby contributing to the provision of global public goods. Particularly, joint 

leadership should be exercised by linking and further developing Japan’s ‘Free and Open Indo–Pacific 

(FOIP)’ with South Korea’s foreign policy, while restoring functional China–Japan–Korea cooperation 

and pursuing “CJK+X” formats that allow the two countries to act as stabilizer and mediators in the 

context of U.S.–China strategic competition.  
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Fourth, the two countries must jointly address structural challenges posed by demographic 

change and industrial transformation. High– feasibility initiatives – the Fukuoka-Busan trans-

regional economic zone concept, cooperation in new energy sectors such as hydrogen and offshore wind, 

fostering a youth startup ecosystem, promoting smart agriculture, and advancing balanced regional 

development – can promote technology–based industrial transformation and life–cycle policy 

innovation. Joint research, technology standardization, and talent exchange in strategic technology 

fields such as semiconductors, batteries, and AI are essential for securing leadership in global 

technology competition. Such cooperation should be supported by integrated coordination across 

industrial, educational, and scientific policies, and by a public–private cooperation mechanism.  

Fifth, addressing historical issues that may stall Japan-Korea cooperation requires the 

recognition of historical facts and emotional restoration of the victims toward reconciliation, 

alongside continuous efforts for sharing memories. To this end, both sides should steadily advance 

concrete and practical cooperation projects, such as transnational joint historical research and reciprocal 

training programs for history teachers. Historical reconciliation cannot be achieved overnight; it 

demands patience and careful attention. Japan and Korea must engage in repeated dialogue and 

exchange grounded in historical truth, while showing consideration for victims, respecting each other’s 

dignity, and exercising a spirit of tolerance. Such efforts will constitute a core foundation for building 

a strategic partnership between the two countries.  

Finally, it is essential to further expand people–to–people exchange and foster the next 

generation of talent that will lead future Japan-Korea cooperation. Institutionalized exchanges – 

including Japan-Korea Erasmus– style initiative, 30–40s professional exchanges, expanded 

intergenerational and family programs, and continued ‘the Japan-Korea Fast Track Immigration 

Program’– can build a durable foundation for mutual understanding. Joint initiatives such as a Japan-

Korea ARTE broadcast channel, local–to–local exchanges, and expansion of cross–generational 

exchange can deliver tangible public impact and serve to solidify the foundations for enduring future 

cooperation. In particular, cultivating talent among the younger generation will help build the shared 

consensus essential for Japan-Korea cooperation and ensure its long–term sustainability. 
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Policy Recommendations 

 

Ⅰ. The Turbulent Global Order and the Japan-Korea Strategic Partnership  

【Japan-Korea Strategic Partnership for Safeguarding the Liberal International Order】 

 Shift from bilateral to multilateral frameworks in science and technology cooperation  

 Shift the focus from past grievances and emotion to future–oriented and rational tasks: climate 

change and green growth, digital transformation & unemployment problem, building safe 

platforms for AI and quantum technologies, establishing rules for the virtual economic relations 

(virtual reality, metaverse, spatial computing), and demographic challenges  

 Transition from a senior–generation–centered to a next–generation– centered platform in building 

the Japan-Korea strategic partnership  

 

【A Vision for Japan-Korea and Japan-Korea-U.S. Cooperation on Regional Security】 

 Strengthen and institutionalize practical cooperation in both military and non–military security 

fields  

 Establish Japan-Korea-U.S. or Japan-Korea-U.S.-Australia extended deterrence coordination 

mechanism 

 Strengthen Korea’s role as the host nation of the UN Command framework and grant Japan 

observer status  

 Strengthen strategic coordination between IP4 countries and NATO allies  

 Promote joint participation in AUKUS Pillar 2  

 Expand comprehensive cooperation to support for the enhancement of U.S. conventional and 

nuclear capabilities  

 Pursue a 21st–century–style détente policy to deter further China– Russia–North Korea security 

alignment  

 

Ⅱ. Strategic Linkages Between Japan and Korea in Shaping the Indo-Pacific Regional 

Order  

【Expanding the Japan-Korea Partnership for Leading Global Governance】 

 Strengthen the Japan-Korea partnership to restore and innovate multilateral system  

 Strengthen participation in Indo–Pacific minilateral frameworks and expand collaboration with 
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diverse partner countries on supply chain stability, climate change, and green development 

cooperation  

 Contribute to economic and social development, democratic capacity– building, and the 

maintenance and advancement of the liberal international order through joint cooperation projects 

with the Global South, including Central Asia, Latin America, and Africa  

 Strengthen cooperation with ASEAN countries by promoting “Japan-Korea–ASEAN Digital 

Cooperation Initiative”  

 Strengthen Japan-Korea-U.S. cooperation through multi–layered engagement among parliaments, 

civil society, and private actors  

 Strengthen functional cooperation among Japan-Korea, and China, and link it with other 

minilateral frameworks on global agendas  

 

【Japan-Korea Joint Initiative for Global Contribution: Development Cooperation (ODA) and 

Energy Transition】 

 Cooperate to strengthen the capacity of Southeast Asian development aid agencies and promote 

joint linkage projects  

 Develop collaborative programs with non–DAC countries  

 Support public sector reform in countries affected by USAID program reductions  

 Collaborate on expanding offshore wind power generation  

 Support regional decarbonization initiatives across Asia  

 

Ⅲ. New Cooperation for Shared Prosperity  

【Vision and Strategy for Japan-Korea Economic Cooperation】 

 Establish a joint long–term vision and expand people–to–people exchange  

 Promote supply chain cooperation through participation in U.S.–led multilateral supply chain 

frameworks and bilateral cooperation on critical mineral resources  

 Pursue the conclusion of a Japan-Korea FTA and Korea’s accession to the CPTPP  

 Establish a Japan-Korea startup cooperation platform  

 Promote joint initiatives on energy transition and environment protection 

 Promote Japan-Korea cooperation for agricultural regeneration and regional economic 

revitalization  
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【New Horizons in Japan-Korea Cooperation through Science and Technology】 

 Establish joint Japan-Korea research institutes in strategic technologies (semiconductors, batteries, 

AI, quantum, biotechnology, space, etc.)  

 Expand scholarship and research support programs jointly funded by governments and the private 

sector  

 Broaden joint–degree and cooperative–major programs, and strengthen inter–university joint 

courses and degree linkages  

 Enhance collaboration among Japan-Korea governmental and private research cooperation 

institutions  

 Institutionalize policy dialogue and regularize issue–specific consultative bodies  

 Promote cooperation in carbon neutrality, AI, next–generation semiconductors, future 

communications, and space technologies  

 

【Policy Cooperation Between Japan and Korea in Addressing Low Fertility and Aging Societies】 

 Share and review information on current marriage support policies for the younger generations  

 Jointly examine and discuss policies on low fertility, aging, and population decline  

 Explore complementary measures for labor market cooperation between Japan and Korea 

 Promote policy consultations on easing metropolitan overconcentration and fostering population 

balance through regional hub development  

 

Ⅳ. Cooperation for a Sound and Stable Japan-Korea Relationship  

【Recommendations for Japan-Korea Historical Reconciliation】 

 Conduct joint Japan-Korea historical research  

 Support transnational joint studies and initiatives to share collective memory  

 Implement reciprocal training programs for history teachers  

 Express respect and recognition for Korea’s independence movement  

 

【Deepening Japan-Korea Human Resource Development and Exchanges】 

 Continue implementing “The Japan-Korea Fast Track Immigration Program”  

 Provide institutional support for university student exchanges– establish a Japan-Korea version of 

“Eramus Programme”  
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 Develop mechanisms linking education to employment – build a joint youth internship and 

employment database  

 Designate a “Japan-Korea Youth Action Day” for addressing global challenges and jointly launch 

a Japan-Korea “ARTE” media platform  

 Nurture Japan-Korea opinion leaders in their 30s–40s – develop a Japan-Korea version of “USJLP” 

leadership program  

 Expand youth–centered exchanges into intergenerational exchanges  

 Promote the establishment of trans–border economic zone connecting Japanese and Korean 

metropolitical and regional areas (e.g. Fukuoka-Busan Trans-Regional Economic Zone Concept) 

 


